
資料１  

電波監理審議会会長会見用資料

平成２７年３月１１日

基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する告示案について 

（平成２７年３月１１日 諮問第７号）

［外国語放送を行う超短波放送の安定した受信の確保］ 

（連絡先）

電波監理審議会について

総務省総合通信基盤局総務課

（夏賀課長補佐、太田係長）

電話：０３－５２５３－５８２９

諮問内容について

総務省情報流通行政局放送技術課

（向井課長補佐、長澤係長）

電話：０３－５２５３－５７８６



基幹放送用周波数使用計画の一部を変更する告示案について 

１． 概 要 

超短波放送（地上系）を行う基幹放送局のうち外国語放送の親局の諸元（周波

数及び空中線電力）は、基幹放送用周波数使用計画（昭和 63年郵政省告示第 661

号）において規定されている。 

今回、東京を送信場所とする外国語放送を行う親局について、安定した外国語

放送の受信の確保のため、基幹放送用周波数使用計画の一部を変更するもの。 

２． 変更の内容及び理由 

・外国語放送に係る変更【親局のチャンネル変更】 

超短波放送（地上系）を行う基幹放送局のうち、外国語放送を行うものについ

ては、本邦在住の外国人やビジネス、観光で来日する外国人を対象とした外国語

ラジオ放送事業を行うことを目的として、特に首都圏においては、東京タワーに

開設し、運用されている。 

しかしながら、首都圏の建築物高層化等により、難聴地域が増加し、年々受信

環境が悪化していることから、「V-Lowマルチメディア放送及び放送ネットワーク

の強靱化に係る周波数の割当て・制度整備に関する基本的方針（平成 25 年 9 月

27日公表）」において、85MHz超え 90MHz以下の周波数を超短波放送に係る放送局

に割り当てる（親局の諸元変更を含む。）旨が記載されていることを踏まえ、首都

圏における安定した外国語放送の確保のため、基幹放送用周波数使用計画の一部

を変更するもの。 

３． 基幹放送用周波数使用計画の変更案 

基幹放送事業者の放送 外国語放送 

放送対象地域 変更案 現行 

親局 親局 

送信場所 周波数 

（MHz） 

空中線電力 

（kW） 

送信場所 周波数 

（MHz） 

空中線電力 

（kW） 

東京都の特別区

の存する区域を中

心として同一の放

送番組の放送を同

時に受信できるこ

とが相当と認めら

れる区域として総

務大臣が別に定め

る区域 

東京 76.1

（注） 

89.7 

10 東京 76.1 10 

（注）上段は現在割り当てられている周波数を、下段は変更する周波数を表し、上段の周波数

の使用は平成 27 年 10月 31日までに限る。 

諮問第７号説明資料 

1 



                                     資料２  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２７年３月１１日 

 

 

 

スカパーＪＳＡＴ株式会社所属衛星基幹放送局の予備免許について 

（平成２７年３月１１日 諮問第８号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （夏賀課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局衛星・地域放送課 

                         （長谷川課長補佐、勝畑係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９９ 
 



 
スカパーＪＳＡＴ株式会社所属 

衛星基幹放送局の予備免許について 
 

１ 背景 

（１）平成１４年より運用している東経１１０度ＣＳ放送用の人工衛星Ｎ－ＳＡ

Ｔ－１１０については、平成２７年に設計寿命を終えることから、その後継

衛星を打ち上げる必要がある。 

 

（２）これを受けて、平成２６年１０月２８日（火）から同年１１月２８日（金）

まで、衛星基幹放送局の免許申請を受け付けたところ、スカパーＪＳＡＴ株

式会社（代表取締役 執行役員社長 高田 真治）１社から、衛星基幹放送

局３局の開設について、電波法（昭和２５年法律第１３１号）第６条第２項

に基づき、申請があったものである。 

 

２ 申請概要 

Ⅰ 申請者概要（詳細は別紙１のとおり。） 

社名：スカパーＪＳＡＴ株式会社（代表取締役 執行役員社長 高田 真治） 

主たる事業：有料多チャンネル事業及び宇宙・衛星事業 

 

Ⅱ 申請内容（詳細は別紙２のとおり。）  

使用するチャンネル番号：ＮＤ２、ＮＤ４、ＮＤ６、ＮＤ８、ＮＤ１０、 

ＮＤ１２、ＮＤ１４、ＮＤ１６、ＮＤ１８、 

ＮＤ２０、ＮＤ２２、ＮＤ２４ 

 ＜衛星の名称 Ｎ－ＳＡＴ－１１０＞  

  

３ 審査結果（詳細は別紙３及び別紙４のとおり。） 

 審査した結果、「電波法」、「基幹放送局の開設の根本的基準」、「電波法関係審

査基準」及び「平成２６年度に申請を受け付ける東経１１０度ＣＳ放送に係る

衛星基幹放送局に関する免許方針」の基準に適合していると認められるため、

電波法第８条第１項に基づき、予備免許（指定事項は別紙５のとおり。）を与え

ることとする。 
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別紙１ 

申請者概要 

 

申請者 スカパーＪＳＡＴ株式会社 

設立年月日 平成６年１１月１０日 

代表取締役執行役員社長 高田 真治 

主 た る 業 務 

１．有料多チャンネル事業 

有料多チャンネル放送サービス「スカパー ! 」の運営 

 

２．宇宙・衛星事業 

スカパー ! の番組伝送、地上波テレビ局への中継回線の提供等 

資 本 金 ５０，０８３百万円 

主 な 出 資 者 

（ 出 資 比 率 ） 
株式会社スカパーＪＳＡＴホールディングス       １００％ 
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別紙２ 

申請内容 

 

１ 無線局の種別 衛星基幹放送局（３局） 

２ 申 請 者 名    スカパーＪＳＡＴ株式会社 

３ 申請年月日 平成２６年１１月２８日（進達：平成２６年１２月２日） 

４ 識 別 信 号 

（１）ＳＪＣえいせいデジタルこうせいさいどテレビジョン 

（２）ＳＪＣえいせいデジタルテレビジョン 

（３）ＳＪＣえいせいデジタルデータほうそう 

５ 無線局の目的 基幹放送用 

６ 開設を必要と

する理由 

東経１１０度ＣＳ放送用の人工衛星Ｎ－ＳＡＴ－１１０が間もなく設計寿命に至

ることから、今後も東経１１０度ＣＳ放送サービスを継続するため、衛星基幹放送局

の開設を希望するもの。 

７ 放 送 事 項 

（１）高精細度テレビジョン放送を含むテレビジョン放送（デジタル放送） 

（２）標準テレビジョン放送（デジタル放送） 

（３）データ放送（デジタル放送） 

８ 使用する衛星 
Ｎ－ＳＡＴ－１１０（ＪＣＳＡＴ－１１０Ａ） 

ＪＣＳＡＴ－１１０Ｒ 

９ 無線設備の設

置場所 

対地静止衛星軌道 

東経１１０度 

経度及び緯度の変動幅 

±０.１度 
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１０ 電波の型式

並びに希望する

周波数の範囲及

び空中線電力 

３４Ｍ５Ｇ７Ｗ 

１２．２９１ＧＨｚ（注１、注２） １２．３３１ＧＨｚ（注１、注２） 

１２．３７１ＧＨｚ（注１、注２） １２．４１１ＧＨｚ（注１、注２） 

１２．４５１ＧＨｚ（注１、注２） １２．４９１ＧＨｚ（注１、注２） 

１２．５３１ＧＨｚ（注１）    １２．５７１ＧＨｚ（注１） 

１２．６１１ＧＨｚ（注１）    １２．６５１ＧＨｚ（注１） 

１２．６９１ＧＨｚ（注１）    １２．７３１ＧＨｚ（注１） 

１１９．３Ｗ １１４．５Ｗ（注３） 

最大等価等方輻射電力 １０００ｋＷ 

１秒におけるシンボル数 ２８．８６０Ｍｂａｕｄ 

（注１）この周波数の使用は、国際調整の結果を遵守すること。 

（注２）この周波数の使用は、一次業務の無線局からの混信を容認すること。 

（注３）この空中線電力の使用は、ＪＣＳＡＴ－１１０Ｒ衛星の無線設備（予備送信

装置）を使用する場合に限る。 

１１ 希望する運

用許容時間  
常  時 

１２ 工事落成の

予定期日  
平成２８年１２月３１日 

１３ 運用開始の

予定期日  
免許の日 

１４ 備   考 本衛星基幹放送局の主送信装置をＮ－ＳＡＴ－１１０衛星の無線設備とし、予備送

信装置をＪＣＳＡＴ－１１０Ｒ衛星の無線設備とする。 
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 別紙３ 

審   査 

審査項目  審査結果 

電波法第７条及び行政手続法第５条によ

り公にしている審査基準への適合性 
適 

 以下のとおり適合していると認められる。 

１ 工事設計の技術的基準への適合性 

 （電波法第７条第２項第１号） 

 （電波法関係審査基準第３条（１）） 

適 

 技術審査を行った結果、適合していると認

められる。 

２ 周波数の割当ての可能性 

 （電波法第７条第２項第２号） 

 （電波法関係審査基準第３条（２）） 

適 

 技術審査を行った結果、適合していると認

められる。 

３ 業務を維持するに足りる経理的基礎の

有無 

 （電波法第７条第２項第３号） 

 （電波法関係審査基準第３条（８）） 

適 

衛星調達方法、その支弁方法等については、

適正に計上されていること、また事業計画及

び事業収支見積りは、客観的に適正なもので

あることから、財政的基礎はあると認められ

る。 

４ 業務を維持するに足りる技術的能力の

有無 

 （電波法第７条第２項第３号） 

 （電波法関係審査基準第３条（９）） 

適 

以下のとおり適合していると認められる。 

 ①設備維持業務の確実な実施のための体制

整備 

（電波法関係審査基準第３条（９）ア） 

適 技術審査を行った結果、適合していると認

められる。 

 ②設備維持業務を行うのに必要な能力の有

無 

（電波法関係審査基準第３条（９）イ） 

適 技術審査を行った結果、適合していると認

められる。 

５ 基幹放送局の開設の根本的基準への適

合性 

 （電波法第７条第２項第７号） 

適 

次のとおり適合していると認められる。 

(1) 事業計画実施の確実性 

（基幹放送局の開設の根本的基準第３条

第１項第１号） 

適 

 事業計画の内容、事業収支の見積り及び財

政的基礎から見て、事業計画実施の確実性は

あるものと認められる。 

(2) 法人設立の確実性 

（基幹放送局の開設の根本的基準第３条

第１項第２号） 

適 

既に設立されており、適合していると認め

られる。 

 (3) 基幹放送局の設置場所等 

 （基幹放送局の開設の根本的基準第５条） 
適 

 技術審査を行った結果、適合していると認

められる。 
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 (4) 既設局への妨害排除 

 （基幹放送局の開設の根本的基準第８条） 
適 

 技術審査を行った結果、適合していると認

められる。 

  (5) 放送の公正かつ能率的普及に対する

適合性 

 （基幹放送局の開設の根本的基準第９条） 

適 

 当該衛星基幹放送局は、東経１１０度ＣＳ

放送用の人工衛星Ｎ－ＳＡＴ－１１０の運用

終了後における東経１１０度ＣＳ放送の安定

的かつ能率的な運用を行うために開設するも

のであり、放送の公平かつ能率的普及に役立

つと認められる。  

６ 平成２６年度に申請を受け付ける東経

１１０度ＣＳ放送に係る衛星基幹放送局

に関する免許方針（平成２６年１０月１６

日総務省訓令第４４号）に対する適合性 

適 

審査の結果、適合していると認められる。 
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　審査事項 検討結果

　ア　２０１６年から新たに調達する衛星の設計寿命
　　までの間の衛星の使用に係る計画が適正かつ明確
　　に定められていること。 適

安定的な放送が継続可能となるような衛星計画
が明確に定められている。また、２０２３年ま
では現用の予備衛星を用いた２基体制により運
用することとなっており、高い安全性・信頼性
を有しているため、適当であると認められる。

　イ　高い信頼性を有する衛星を調達するものであり､
　　その調達方法が適正であること。

適

技術能力の高い事業者をあらかじめ選定して提
案を募集し、技術提案、価格、スケジュール等
の点を総合的に評価して随意契約を採ることと
していることから、高い信頼性を有する衛星を
調達することが可能であると認められる。ま
た、その調達期間、手順等についても適正であ
ると認められる。

　ウ　新たに調達する衛星は１３年以上の設計寿命を
　　有するものであること。

適
新たに調達予定の衛星の設計寿命は１５年以上
としており、適当であると認められる。

　エ　衛星の打上げの失敗又は遅延の場合における衛
　　星確保のための対応の方法
　　(ｱ) 衛星の打上げが失敗した場合には、放送の継
　　　続及び開始に支障のないようできる限り早期に
　　　代替衛星を打ち上げる計画を有していること。
　　(ｲ) 衛星の打上げ遅延に対する対応策が適正かつ
　　　明確に定められていること。

適

遅延した場合であっても、現行のＪＣＳＡＴ－
１１０Ｒの衛星を使用することで放送の継続に
支障が生じないこととされており、適正かつ明
確に定められていると認められる。

　オ　近接する、又は同一軌道上の他の人工衛星との
　　関係において、安全な軌道位置を確保するもので
　　あること。

適

同一軌道上にあるＢＳ衛星とは合意書によりＣ
Ｓ衛星と明確に軌道位置が分けられている。ま
た、ＢＳ事業者、ＣＳ事業者で互いの緊急時の
連絡体制も確立されている。さらに、スカパー
ＪＳＡＴ社の衛星管制技術により、ＣＳ衛星に
割り当てられた軌道位置においても複数衛星を
安全に運用することが可能であることから、他
の人工衛星との関係において、安全な軌道位置
を確保することができるものと認められる。

次に掲げる事項について、基幹放送事業者への情報
開示方法を具体的に定め、基幹放送事業者へ情報開示
を行うものであること。

適
当該情報開示に関する事項について、アからウ
までの開示方法等が明確に定められていると認
められる。

　ア　衛星の仕様 衛星の仕様については、衛星カバーエリア、衛
星ＥＩＲＰ、軌道位置、打上げ日、打上げロ
ケット、衛星バス、周波数帯、増幅器出力並び
に衛星の形状及び寸法をホームページで公開す
ることとしている。

　イ　衛星障害時のデータの内容
　　(ｱ) 障害の部位・原因特定のためのデータとして
　　　開示する内容
　　(ｲ) 障害対策として実施する措置として開示する
　　　内容
　ウ　その他基幹放送事業者が放送するに当たって必
　　要となる情報に関する事項として開示する内容

基幹放送事業者が放送するに当たって必要な情
報を毎月の事業者連絡会等で開示することとし
ている。

　ア　基幹放送事業者に負担させることとなる料金の
　　見込み額が明確に定められていること。

適

当該料金の見込み額は現行衛星の利用料金と同
額とされており、その料金表がホームページに
て公開されていることから明確に定められてい
ると認められる。

　イ　アの料金の見込み額が、新たに調達する衛星の
　　設計寿命までの間に発生することとなる諸費用等
　　に照らし適正であること。 適

新たに調達する衛星の調達価格は、現行衛星と
おおむね同額の規模となっており、衛星利用料
金を現行衛星と同額とする料金設定は適正と認
められる。

　ウ　他の事業分野との間で不当な内部相互補助が行
　　われるものでないこと。

適

他の事業分野との相互補助はないと認められ
る。なお、スカパーＪＳＡＴが本衛星にて提供
する放送サービスの利用者は基幹放送事業者の
みである。

　エ　新たに調達する衛星の設計寿命までの間におい
　　て基幹放送事業者に負担させることとなる料金を
　　値上げする可能性がある場合にあっては、その想
　　定される事由及び値上げ幅が明確に定められてい
　　ること。

適

値上げを予定していないものであり、特段問題
はない。

当該衛星の運用開始以後において、基幹放送事業者
の意向（基幹放送事業者間の公平性を損なうことにな
るものを除く。）を聴取するための方法が適正かつ明
確に定められていること。

適

基幹放送事業者との会合として、毎月定期的に
開催する事業者連絡会や衛星放送協会１１０度
委員会において基幹放送事業者の意向の聴取を
行う機会を設けており、適当であると認められ
る。

別紙４

(3) 基幹放送事業者の負担額

(4) 基幹放送事業者の意向の聴取

障害発生時には基幹放送事業者に対して、障害
の発生日、障害の部位、障害の状況並びに障害
に対する対応方法及び対応の予定日を開示する
こととしている。

(1) 衛星調達方法等

(2) 基幹放送事業者への情報開示

平成２６年度に申請を受け付ける東経１１０度ＣＳ放送に係る衛星基幹放送局に関する
免許方針(平成２６年１０月１６日総務省訓令第４４号)第３条に基づく審査

打上げ失敗の場合は、代替衛星を発注から２４
か月以内に射場に納入できるよう調達契約によ
り担保されており、放送の継続及び開始には支
障ないと認められる。

適



 

別紙５ 

 

指 定 事 項 

 

無 線 局 の 種 別 衛星基幹放送局（３局） 

免 許 人 スカパーＪＳＡＴ株式会社 

識 別 信 号 

ＳＪＣえいせいデジタル

こうせいさいどテレビジ

ョン 

ＳＪＣえいせいデジタル

テレビジョン 

ＳＪＣえいせいデジタル

データほうそう 

無 線 局 の 目 的 基幹放送用 

放 送 事 項 

高精細度テレビジョン放

送を含むテレビジョン放

送（デジタル放送） 

標準テレビジョン放送（デ

ジタル放送） 

データ放送（デジタル放

送） 

電 波 の 型 式 

並 び に 

周 波 数 及 び 

空 中 線 電 力 

３４Ｍ５Ｇ７Ｗ 

１２．２９１ＧＨｚ（注１、注２） １２．３３１ＧＨｚ（注１、注２） 

１２．３７１ＧＨｚ（注１、注２） １２．４１１ＧＨｚ（注１、注２） 

１２．４５１ＧＨｚ（注１、注２） １２．４９１ＧＨｚ（注１、注２） 

１２．５３１ＧＨｚ（注１）    １２．５７１ＧＨｚ（注１） 

１２．６１１ＧＨｚ（注１）    １２．６５１ＧＨｚ（注１） 

１２．６９１ＧＨｚ（注１）    １２．７３１ＧＨｚ（注１） 

１１９．３Ｗ １１４．５Ｗ（注３） 

最大等価等方輻射電力 １０００ｋＷ 

１秒におけるシンボル数 ２８．８６０Ｍｂａｕｄ 

（注１）この周波数の使用は、国際調整の結果を遵守すること。 

（注２）この周波数の使用は、一次業務の無線局からの混信を容認すること。 

（注３）この空中線電力の使用は、ＪＣＳＡＴ－１１０Ｒ衛星の無線設備（予備送信

装置）を使用する場合に限る。 

運 用 許 容 時 間 常 時 

工 事 落 成 の 期 限 平成２８年１２月３１日 
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○ 衛星放送には衛星基幹放送と衛星一般放送があり、衛星基幹放送は民放キー局系やＷＯＷＯＷなどの放送があるＢＳ放送 

 と「スカパー！」サービスとして知られている東経１１０度ＣＳ放送がある。衛星一般放送は「スカパー！のプレミアムサービス」と 

 呼ばれる東経１２４／１２８度ＣＳ放送が行われている。 

○ このうち東経１１０度ＣＳ放送は、ＢＳデジタル放送と同一の受信機やアンテナで視聴可能な放送として平成１４年３月から 

 サービスが開始されており、現在２３社の基幹放送事業者によりＨＤ２１番組、ＳＤ３３番組が放送されている。契約件数は約 

 ２０７万件（平成２７年２月末現在）。 

○ スカパーＪＳＡＴ（株）は、これらの放送事業者に衛星等の設備を提供する基幹放送局提供事業者として東経１１０度ＣＳ放送 

 用の衛星Ｎ－ＳＡＴ－１１０を運用している。 

○ 今回の免許申請は、本衛星が平成２７年に設計寿命を終えることとなっていることから、この後継衛星を確保するためのもの。 

種類 ➊ ＢＳ放送 ➋ 東経１１０度CS放送 ➌ 東経１２４／１２８度ＣＳ放送 

特性 
【基幹放送】 

・三波共用受信機・共用アンテナ（地上・ＢＳ・１１０度ＣＳ）により、より多くの視聴者が簡便に視聴可能 
【一般放送】 

・視聴には、専用受信機・アンテナが必要 

番組数 
（H27.3.1） 

ＨＤ  ２８番組／ＳＤ  １番組 ＨＤ  ２１番組／ＳＤ  ３３番組 ４Ｋ ３番組／ＨＤ １５９ 番組／ＳＤ  ２番組 

普及状況 
（H27.2末） 

ＮＨＫ-ＢＳ契約件数1,900万件( +4.8% ) 【H27.1末】 
ＷＯＷＯＷ加入者数 276万件( +6.0% )  

スカパー! （旧・スカパー！e２） 
加入者数 207万件 ( +3.0% )  

プレミアムサービス（旧・スカパー！） 
加入者数 125万件 ( -20.9% ) 

チャンネル
数拡大 
の状況 

 
 

認定時期 新規認定 計（番組） 

H21.6以前 － HD 10／SD 2 

H21.6認定 HD 11／ HD 21／SD 2 

H22.10 ※1 HD 6／SD 1 HD 28／SD 1 

認定時期 新規認定 計（番組） 

H12.12 HD  2／SD 61 HD  2／SD 61 

H16.4 HD 11／SD 55 HD 13／SD 83 

H21.6 HD  1／  HD  7／SD 58 

H24.2  ※2 HD 10／SD  4 HD 19／SD 36 

H18年度 HD  0 SD 197 

H25年度 HD 115 SD 146 

※3 

H26.10末 4K 1 HD 158 SD 2 HD:ハイビジョ  
ン画質 
SD:標準画質 ※1： BSアナログ停波（H23.7.24）に伴う認定 ※2：※1に伴う空き周波数（110度上でのHD化、124/8からの移行） 

（番組） 

東経１１０度ＣＳ放送の概要 

注：加入者数（ ）：前年同月比増減率（％） 

※3：全番組のHD化完了(SD2番組はHDでも放送) 

参考１ 
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東経１１０度ＣＳ放送のテレビ番組のチャンネル配列図 

放送番組数（平成27年3月1日現在） 
HD21番組 SD33番組  合計54番組 

ND2 (12.291GHz) ND4 (12.331GHz) ND6 (12.371GHz) ND8(12.411GHz) 
シーエス・ワンテン シー・ティ・ビー・エス 

スカパー・エンター 
テイメント 

シーエス 

映画放送 

インタラク

ティーヴィ 

囲
碁
・将
棋
チ
ャ
ン
ネ
ル  

ス
カ
イ
・Ａ 

ｓ
ｐ
ｏ
ｒ
ｔ
ｓ
＋ 

サテライト・サービス インターローカ 
ルメディア シーエス・ワンテン ＳＣサテライト放送 

シーエス・ 
ワンテン 

デ
ィ
ズ
ニ
ー
ジ
ュ
ニ
ア 

東
映
チ
ャ
ン
ネ
ル  

衛
星
劇
場  

 
 

テ
レ
朝
チ
ャ
ン
ネ
ル
２ 

 
 

 
 

ニ
ュ
ー
ス
・
情
報
・
ス
ポ
ー
ツ 

 
 

テ
レ
朝
チ
ャ
ン
ネ
ル
１ 

 

ド
ラ
マ
・
バ
ラ
エ
テ
ィ
・
ア
ニ
メ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

Ｔ
Ｂ
Ｓ
チ
ャ
ン
ネ
ル
１  

 

ス
カ
パ
ー
！
プ
ロ
モ
１
０
０ 

ザ
・
シ
ネ
マ 

 

チ
ャ
ン
ネ
ル
Ｎ
Ｅ
Ｃ
Ｏ 

  

ヒ
ス
ト
リ
ー
チ
ャ
ン
ネ
ル 

 

デ
ィ
ス
カ
バ
リ
ー
チ
ャ
ン
ネ
ル 

ア
ニ
マ
ル
プ
ラ
ネ
ッ
ト 

ホ
ー
ム
ド
ラ
マ
チ
ャ
ン
ネ
ル 

歌
謡
ポ
ッ
プ
ス
チ
ャ
ン
ネ
ル 

 

Ｃ
Ｎ
Ｎ
ｊ 

 

Ｍ
Ｔ
Ｖ 

Ｈ
Ｄ  

シ
ョ
ッ
プ
チ
ャ
ン
ネ
ル 

日
テ
レ
Ｎ
Ｅ
Ｗ
Ｓ
２
４ 

ミ
ュ
ー
ジ
ッ
ク
・
エ
ア 

【HD】 【HD】 【HD】 
［無料］ 【HD】 

【HD】 【HD】 

（16） （16） （16） (12) (6) （4.8） （6） (3.2) (16） （7） （7） （6） （6） （6） （16） (16) （8） （6） （6） （6） （6） 

ND10 (12.451GHz) ND12 (12.491GHz) ND14 (12.531GHz) ND16 (12.571GHz) 
スカパー・エンターテイメント 

キ
ッ
ズ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
Ｈ
Ｄ 

Ｇ
Ａ
Ｏ
Ｒ
Ａ   

Ｍ
Ｕ
Ｓ
Ｉ
Ｃ 

Ｏ
Ｎ
！ 

Ｔ
Ｖ 

 
 

 
 

 
 

（
エ
ム
オ
ン
！
）
Ｈ
Ｄ  

時
代
劇
専
門
チ
ャ
ン
ネ
ル
Ｈ
Ｄ  

    

Ｓ
ｕ
ｐ
ｅ
ｒ
！ 

ｄ
ｒ
ａ
ｍ
ａ 
Ｔ
Ｖ 

Ｈ
Ｄ 

 
 

 

フ
ァ
ミ
リ
ー
劇
場
Ｈ
Ｄ 

 
Ｔ
Ａ
Ｋ
Ａ
Ｒ
Ａ
Ｚ
Ｕ
Ｋ
Ａ
 

 
Ｓ
Ｋ
Ｙ
 
Ｓ
Ｔ
Ａ
Ｇ
Ｅ
 

ビーエス 
ＦＯＸ 

AXNエンタ
テインメント インタラクティーヴィ 

シーエス・ 

ワンテン 

ス
カ
チ
ャ
ン 

０ 

ス
カ
チ
ャ
ン 

１ 

ス
カ
チ
ャ
ン 

２ 

ス
カ
チ
ャ
ン 

３ 

ナ
シ
ョ
ナ
ル
ジ
オ
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク

チ
ャ
ン
ネ
ル 

Ａ
Ｘ
Ｎ 

ア
ニ
メ
シ
ア
タ
ー
Ｘ 

（
Ａ
Ｔ-

Ｘ
） 

チ
ャ
ン
ネ
ル
銀
河 

歴
史
ド
ラ
マ
・ 

サ
ス
ペ
ン
ス
・
日
本
の
う
た 

Ｂ
Ｂ
Ｃ
ワ
ー
ル
ド 

ニ 

ュ
ー
ス 

【HD】 【HD】 【HD】  【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 

(16) (16) (8) (8)  (16)     （16） （16）     （16） （16） （16） (12) (6) (6) (10) (8) (6) 

ND18 (12.611GHz) ND20 (12.651GHz) ND22 (12.691GHz) ND24 (12.731GHz) 
インタラクティーヴィ サテライト・サービス 

 
スカパー・エンターテイメント 

 
シー・ティ・ビー・エス シーエス日本 

ゴ
ル
フ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
Ｈ
Ｄ 

女
性
チ
ャ
ン
ネ
ル
♪ 

Ｌ
ａ
Ｌ
ａ 

Ｔ
Ｖ
（
Ｈ
Ｄ
） 

ム
ー
ビ
ー
プ
ラ
ス
Ｈ
Ｄ 

フ
ジ
テ
レ
ビ
Ｏ
Ｎ
Ｅ 

ス
ポ
ー
ツ
・バ
ラ
エ
テ
ィ 

フ
ジ
テ
レ
ビ
Ｔ
Ｗ
Ｏ 

ド
ラ
マ
・ア
ニ
メ 

フ
ジ
テ
レ
ビ
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｔ 

ラ
イ
ブ
・プ
レ
ミ
ア
ム 

Ｆ
Ｏ
Ｘ 

ス
ペ
ー
ス
シ
ャ
ワ
ー
Ｔ
Ｖ 

        

カ
ー
ト
ゥ
ー
ン 

    

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

Ｑ
Ｖ
Ｃ
（キ
ュー
・ヴ
ィ
ー
・シ
ー
） 

Ｔ
Ｂ
Ｓ
チ
ャ
ン
ネ
ル
２ 

Ｔ
Ｂ
Ｓ
ニ
ュ
ー
ス
バ
ー
ド 

日
テ
レ
Ｇ
＋  

Ｈ
Ｄ 

Ｆ
Ｏ
Ｘ
ム
ー
ビ
ー 

プ
レ
ミ
ア
ム 

旅
チ
ャ
ン
ネ
ル 

１
０
０
％
ヒ
ッ
ツ
！ 

ス
ペ
ー
ス
シ
ャ
ワ
ー
Ｔ
Ｖ
プ
ラ
ス 

日
テ
レ
プ
ラ
ス 

【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 

(16) (16) (16) (16) (16)         (16) (6) (6) (6) (14) (10) (6) (16) (6) (6) (6) (14) 

(

ス
ロ
ッ
ト
数) 

(

ス
ロ
ッ
ト
数) 

(

ス
ロ
ッ
ト
数) 

参考２ 
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 我が国の衛星放送に用いられている主な人工衛星 

● （H12～）ＢＳデジタル放送 
● （H14～）東経１１０度ＣＳデジタル放送 

東経１２４／１２８度 

東経１１０度 

（平成27年3月1日現在） 

●（H8～）東経１２４／１２８度ＣＳデジタル放送 

衛星名 軌道位置 国際周波数割当上の位置づけ 放送種別 運用開始 管理会社 

① BSAT-3a 東経110度 放送衛星業務 衛星基幹放送 平成19年10月 ㈱放送衛星システム 

② BSAT-3b 東経110度 放送衛星業務 衛星基幹放送 平成23年７月 ㈱放送衛星システム 

③ 
BSAT-3c 

/JCSAT-110R 
東経110度 

放送衛星業務 
固定衛星業務（宇宙から地球） 

衛星基幹放送 平成23年９月 
㈱放送衛星システム 
スカパーJSAT㈱ 

④ N-SAT-110 東経110度 固定衛星業務（宇宙から地球） 衛星基幹放送 平成14年２月 スカパーJSAT㈱ 

⑤ JCSAT-4B 東経124度 固定衛星業務（宇宙から地球） 衛星一般放送 平成24年８月 スカパーJSAT㈱ 

⑥ JCSAT-3A 東経128度 固定衛星業務（宇宙から地球） 衛星一般放送 平成19年３月 スカパーJSAT㈱ 

運用中の主な衛星 

① 

② 
③ 

⑤ ⑥ 

衛星基幹放送 

衛星一般放送 

④ 

参考３ 
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（関係法令） 

 

○ 電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）抜粋 

 

（免許の申請）  

第六条  無線局の免許を受けようとする者は、申請書に、次に掲げる事項を記載し

た書類を添えて、総務大臣に提出しなければならない。  

一  目的（二以上の目的を有する無線局であつて、その目的に主たるものと従た

るものの区別がある場合にあつては、その主従の区別を含む。）  

二  開設を必要とする理由  

三  通信の相手方及び通信事項  

四  無線設備の設置場所（移動する無線局のうち、人工衛星の無線局（以下「人

工衛星局」という。）についてはその人工衛星の軌道又は位置、人工衛星局、

船舶の無線局、船舶地球局（電気通信業務を行うことを目的として船舶に開設

する無線局であつて、人工衛星局の中継により無線通信を行うものをいう。以

下同じ。）、航空機の無線局（人工衛星局の中継によつてのみ無線通信を行う

ものを除く。第四項において同じ。）及び航空機地球局（航空機に開設する無

線局であつて、人工衛星局の中継によつてのみ無線通信を行うもの（実験等無

線局及びアマチュア無線局を除く。）をいう。以下同じ。）以外のものについ

ては移動範囲。第十八条を除き、以下同じ。）  

五  電波の型式並びに希望する周波数の範囲及び空中線電力  

六  希望する運用許容時間（運用することができる時間をいう。以下同じ。）  

七  無線設備（第三十条及び第三十二条の規定により備え付けなければならない

設備を含む。次項第三号、第十条第一項、第十二条、第十七条、第十八条、第

二十四条の二第四項、第二十七条の十三第二項第七号、第三十八条の二第一項、

第七十一条の五、第七十三条第一項ただし書、第三項及び第六項並びに第百二

条の十八第一項において同じ。）の工事設計及び工事落成の予定期日  

八  運用開始の予定期日  

九  他の無線局の第十四条第二項第二号の免許人又は第二十七条の二十三第一項

の登録人（以下「免許人等」という。）との間で混信その他の妨害を防止する

ために必要な措置に関する契約を締結しているときは、その契約の内容  

２  基幹放送局（基幹放送をする無線局をいい、当該基幹放送に加えて基幹放送以

外の無線通信の送信をするものを含む。以下同じ。）の免許を受けようとする者

は、前項の規定にかかわらず、申請書に、次に掲げる事項（自己の地上基幹放送
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の業務に用いる無線局（以下「特定地上基幹放送局」という。）の免許を受けよ

うとする者にあつては次に掲げる事項及び放送事項、地上基幹放送の業務を行う

ことについて放送法第九十三条第一項 の規定により認定を受けようとする者の当

該業務に用いられる無線局の免許を受けようとする者にあつては次に掲げる事項

及び当該認定を受けようとする者の氏名又は名称）を記載した書類を添えて、総

務大臣に提出しなければならない。  

一  目的  

二  前項第二号から第九号まで（基幹放送のみをする無線局にあつては、第三号

を除く。）に掲げる事項  

三  無線設備の工事費及び無線局の運用費の支弁方法  

四  事業計画及び事業収支見積  

五  放送区域  

六  基幹放送の業務に用いられる電気通信設備（電気通信事業法第二条第二号 

の電気通信設備をいう。以下同じ。）の概要 

３～８ 略 

 

（申請の審査）  

第七条  総務大臣は、前条第一項の申請書を受理したときは、遅滞なくその申請が

次の各号のいずれにも適合しているかどうかを審査しなければならない。  

一  工事設計が第三章に定める技術基準に適合すること。  

二  周波数の割当てが可能であること。  

三  主たる目的及び従たる目的を有する無線局にあつては、その従たる目的の遂

行がその主たる目的の遂行に支障を及ぼすおそれがないこと。  

四  前三号に掲げるもののほか、総務省令で定める無線局（基幹放送局を除

く。）の開設の根本的基準 に合致すること。  

２  総務大臣は、前条第二項の申請書を受理したときは、遅滞なくその申請が次の

各号に適合しているかどうかを審査しなければならない。  

一  工事設計が第三章に定める技術基準に適合すること及び基幹放送の業務に用

いられる電気通信設備が放送法第百二十一条第一項 の総務省令で定める技術基

準に適合すること。  

二  総務大臣が定める基幹放送用周波数使用計画（基幹放送局に使用させること

のできる周波数及びその周波数の使用に関し必要な事項を定める計画をいう。

以下同じ。）に基づき、周波数の割当てが可能であること。  

三  当該業務を維持するに足りる経理的基礎及び技術的能力があること。  
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四～六 略 

七  前各号に掲げるもののほか、総務省令で定める基幹放送局の開設の根本的基

準に合致すること。 

３～６ 略 

 

（予備免許）  

第八条  総務大臣は、前条の規定により審査した結果、その申請が同条第一項各号

又は第二項各号に適合していると認めるときは、申請者に対し、次に掲げる事項

を指定して、無線局の予備免許を与える。  

一  工事落成の期限  

二  電波の型式及び周波数  

三  呼出符号（標識符号を含む。）、呼出名称その他の総務省令で定める識別信

号（以下「識別信号」という。）  

四  空中線電力  

五  運用許容時間 

２  略  

 

（必要的諮問事項）  

第九十九条の十一  総務大臣は、次に掲げる場合には、電波監理審議会に諮問しな

ければならない。  

一～三  略  

四  第四条の規定による免許（地上基幹放送をする無線局の再免許であるものに

限る。）、第八条の規定による無線局の予備免許、第九条第一項の規定による

工事設計変更の許可、同条第四項若しくは第十七条第一項の規定による無線局

の目的、放送事項若しくは基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の変更の

許可、第二十七条の五第一項の規定による包括免許、第二十七条の八第一項の

規定による特定無線局の目的の変更の許可、第二十七条の十三第一項の規定に

よる開設計画の認定、第三十九条の二第一項の規定による指定講習機関の指定、

第四十六条第一項の規定による指定試験機関の指定、第七十一条第一項の規定

による無線局の周波数等の指定の変更若しくは登録局の周波数等若しくは人工

衛星局の無線設備の設置場所の変更の命令、第七十一条の三第一項の規定によ

る指定周波数変更対策機関の指定、第百二条の二第一項の規定による伝搬障害

防止区域の指定、第百二条の十七第一項の規定によるセンターの指定又は第百

二条の十八第一項の規定による指定較正機関の指定  
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五  略 

２  略 
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○ 基幹放送局の開設の根本的基準 

（昭和二十五年電波監理委員会規則第二十一号）抜粋 

 

（国内放送を行う基幹放送局）  

第三条  国内放送（地上基幹放送に限る。以下同じ。）を行う基幹放送局は、次の

各号（受信障害対策中継放送を行う基幹放送局にあっては、第一号及び第二号）

の条件を満たすほか、当該基幹放送局が特定地上基幹放送局の場合にあつては、

電波法第七条第二項第四号 ハの規定により、特定地上基幹放送局以外の地上基幹

放送局の場合にあつては、当該地上基幹放送局を用いて地上基幹放送の業務を行

おうとする者が、同項第五号 の規定により、放送法 （昭和二十五年法律第百三

十二号）第九十一条第一項 の基幹放送普及計画に適合することその他放送の普及

及び健全な発達のために適切であることに適合しなければならない。  

一  その局の免許を受けようとする者（以下「申請者」という。）が確実にその

事業の計画を実施することができること。  

二  申請者が設立中の法人であるときは、当該法人の設立が確実であると認めら

れるものであること。  

三～六 略 

２～４ 略 

 

（衛星基幹放送又は移動受信用地上基幹放送を行う基幹放送局）  

第三条の二  衛星基幹放送又は移動受信用地上基幹放送を行う基幹放送局は、前条

第一項第一号及び第二号の条件を満たすほか、衛星基幹放送を行う基幹放送局が

衛星基幹放送試験局であるときは同項第六号（１）及び（２）の条件を満たし、

移動受信用地上基幹放送を行う基幹放送局が電波法第二十七条の十二第一項 に規

定する特定基地局であるときはその局に係る開設指針の規定に基づくものでなけ

ればならない。 

 

（基幹放送局の設置場所等）  

第五条  基幹放送局の空中線装置は、航空の安全その他生命、財産の安全に支障を

与えない場所に設置するものでなければならない。 

 

（既設局等への妨害排除）  

第八条  開設しようとする基幹放送局は、その局を開設することにより既設の無線

局（予備免許を受けているものを含む。）若しくは法第五十六条第一項に規定す
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る指定を受けている受信設備の運用又は電波の監視（総務大臣がその公示する場

所において行なうものに限る。）に支障を与えないものでなければならない。 

 

（基幹放送の普及）  

第九条  開設しようとする基幹放送局は、第三条及び第六条から前条までに規定す

る条件を満たすほか、その局を開設することが放送の公正かつ能率的な普及に役

立つものでなければならない。 
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○電波法関係審査基準（抜粋） 

 （平成１３年１月訓令第６７号） 
 

 （無線局の免許及び再免許並びに予備免許） 
第3条 法第6条第1項又は第2項の申請書並びにそれに添付される免許規則に定める無線局事

項書及び工事設計書を受理したときは、法第7条第1項又は第2項の規定に基づき、その申

請が次の各号に適合しているかどうかを審査し、適合していると認められるときは、予備

免許若しくは免許又は再免許を与える。ただし、電気通信業務用無線局(地上一般放送局

(エリア放送を行うものに限る。以下この条において同じ。)を除く。以下この条において

同じ。)又は基幹放送をする無線局に割り当てることのできる周波数が不足する場合には、

それぞれ、根本基準第9条又は放送局根本基準第10条の規定に基づき優先する無線局の申

請者に予備免許又は再免許を与える。この場合において、一方の申請者が再免許の申請を

行った者であるときは、他方の申請者は、当該再免許に係る無線局の免許の有効期間満了

前3か月以上6か月を超えない期間に申請を行った者に限り、電気通信業務用無線局につい

ては根本基準第9条の規定に基づき優先する無線局を審査する際に、基幹放送をする無線

局については放送局根本基準第10条の規定に基づき優先する基幹放送をする無線局を審査

する際に、それぞれ再免許に係る電気通信業務又は基幹放送業務の継続の確保に配慮する。

また、地上一般放送局の申請で、既に他の地上一般放送局に割り当てられている周波数を、

当該地上一般放送局の免許の有効期間後に使用することを希望するものにあっては、当該

地上一般放送局の免許の有効期間満了前3か月以上6か月を超えない期間に行われたものに

限り審査の対象とする。 
(１) 工事設計書に記載された事項は、次のアからコまでに適合するものであること。 
ア 通信方式及び通信路数は、次の条件に適合するものであること。 

(ア) 通信方式は、単向通信方式、単信方式、半複信方式又は同報通信方式であるこ

と。ただし、特に必要があると認められる場合は、複信方式とすることができる。 
(イ) 特定の固定地点間の無線通信を行う無線局の通信路数は、通信内容及び必要と

する通信需要量からみて繁忙時における呼損率との関係上必要最小限のものである

こと。 
イ 有効通達距離又は最大測定距離、測定確度及び最小測定距離は、使用目的及び使用

条件からみて適正なものであること。 
ウ 送信装置は、次の条件に適合するものであること。 

(ア) 定格出力は、電波の型式別の空中線電力の表示方法との関連及び終段素子の使

用条件、その出力規格、出力特性、空中線電力の換算比等からみて、送信機の出力

端子における値として適正なものであること。 
(イ) 発射可能な電波の型式及び周波数の範囲は、希望する電波の型式及び周波数の

範囲を含むものであること。 
(ウ) 発振方式、周波数の安定方式及び逓倍方法は、次のとおりであること。 
Ａ 発振方式及び周波数の安定方式は、外部の温度、湿度の変化及び機内温度の上

昇並びに電源圧力の変動等に対して送信周波数を許容値内に維持できるものであ

ること。 
Ｂ 逓倍方法は、変調及び不要発射等(スプリアス発射又は不要発射をいう。以下同

じ。)の抑圧の側面からみて妥当な段数であり、逓倍段間の結合方法は、その方式

及び不要発射等の出力特性からみて高低調波を十分抑圧できるものであること。 
(エ) 変調の方式、各段の逓倍数、変調系統、緩衝増幅器の挿入箇所及び周波数の混

合方法は、電波の質、使用目的及び使用条件からみて適正なものであること。 
(オ) 人工衛星局及び地球局の最大電力密度及び空中線電力低下の方法は、使用目的

及び使用条件からみて適正なものであること。 
(カ) 高周波濾波器は、基本波に対する挿入損失が少なく、かつ、不要発射等の強度
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を規定値以下に抑圧できるものであること。 
(キ) 特定の固定地点間の無線通信を行う無線局の通信路容量は、必要な通信路数を

収容できるものであること。 
(ク) その他の装置は、その機能及び方式が当該無線局の電波の型式、空中線電力及

び使用する周波数帯からみて適正なものであること。 
(ケ) 予備の送信装置は、当該無線局の開設目的、事業又は業務の遂行上からみて適

正なものであること。 
エ 受信装置は、受信可能な電波の型式及び周波数の範囲が、使用目的及び使用条件か

らみて適正なものであること。 
オ 電源設備は、次の条件に適合するものであること。 

(ア) 電源設備は、できる限り予備電源装置又は予備の購入電力線を有しているもの

であり、かつ、非常災害に対し安全な場所に設けられているものであること。 
(イ) 受電端又は発電機から送信装置までの電源系統は、機器の所要電力、負荷変動、

分岐される系統の負荷の種類、自動電圧調整器の挿入箇所等からみて必要な電力を

安定的に供給できるものであること。 
(ウ) 一般的に予想される電圧変動率の範囲内において、送信電波の周波数、占有周

波数帯幅若しくは空中線電力又は不要発射等の変動が許容偏差又は許容値内に維持

できるものであること。 
カ 空中線系は、次の条件に適合するものであること。 

(ア) 空中線の形状、指向特性、利得等は、希望する周波数、通信方式、回線経路、

回線系統、プロフィル及びサービスエリア等からみて適正なものであること。 
(イ) 空中線の地上高は、空中線電力、必要なサービスエリア等との関連において、

できる限り低いものであること。ただし、890MHz以上の電波を使用する特定の固

定地点間の無線通信を行う無線局の空中線の地上高は、原則として当該電波伝搬路

の状況を考慮して既設又は建築について計画中(施工中を含む。)の高層建築物等に

より電波の伝搬障害を生じるおそれがないと見込まれる適正な高さであること。 
(ウ) 空中線の回転速度及び水平面又は垂直面の主輻射の角度の幅は、使用目的及び

使用条件からみて適正なものであること。 
(エ) 基幹放送局の送信空中線の指向特性は、送信機出力の電力分配、空中線の諸元

等を総合的に検討し、放送しようとする地区において必要な電界強度又は電力束密

度を生じさせるのに妥当なものであり、かつ、その地区における主要な区域に対し

ては、有効な受信が確保されるよう考慮されているものであること。 
(オ) 同一構内等至近距離に2以上の空中線が設置される場合は、十分その必要が認め

られるものであり、かつ、相互の混信妨害の度合いが十分小さいものであること。 
(カ) 給電線、導波管、濾波器、共用器、給電線切替器等は、挿入箇所が適正であっ

て挿入損失が少ないものであること。 
(キ) 給電線は、送信空中線の特性インピーダンス、送信機の出力インピーダンス、

希望する周波数等からみて能率的であること。また、空中線系の整合は、できる限

り完全であること。 
(ク) 地球局のうち空中線系に追尾機能を有するものは、その方式等が使用目的及び

使用条件からみて適正なものであること。 
(ケ) 空中線柱は、次のとおりであること。 
Ａ 空中線柱の強度は、自重(支線による張力を含む。)、空中線、機器等の重量並

びに風圧及び被氷等による加重に十分耐えることができるものであること。 
Ｂ 放物面鏡等の指向性のせん鋭な空中線を使用する場合の空中線柱は、振動に

よって通信の疎通に影響を与えない構造のものであること。 
キ 特定の固定地点間の無線通信を行う無線局に使用する無給電中継装置は、次の条件

に適合するものであること。 
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(ア) 原則として、多値化した変調方式を採用した通信方式等においては、無給電中

継装置を使用しないものであること。 
また、大都市その他無線局の集中する地域においては、原則として無給電中継装

置又は直接中継装置を使用しないものであること。 
(イ) できる限り回線経路の中央を避け、いずれかの無線局に近い場所に設置するも

のであること。 
(ウ) 回線経路、プロフィルとの関連上必要な利得が得られるものであること。 
(エ) 1枚反射板の場合の入射角はできる限り狭いものであり、入射角が60度を超える

場合はできる限り2枚反射板であること。 
(オ) 無給電中継装置の強度は、自重、風圧、被氷等による加重に十分耐えることが

できるものであること。 
ク 附属装置の種類、型式、規格等は、当該無線局の使用目的及び使用条件からみて適

正なものであること。 
ケ 主調整装置が放送対象地域外に設置される基幹放送局の場合にあっては、当該装置

に対する免許人の責務及び管理体制が明確であり、災害に関する放送を実施できる機

能が十分確保されているものであること。 
コ 送信機、受信機、電源設備等の機器配置は、相互干渉、環境条件、保守の難易、危

険防止等について十分考慮されているものであること。 
(２) 周波数の割当可能性は、次のアからエまでに適合するもの(特定基地局にあっては、

法第27条の13第4項の規定に基づき指定された周波数の範囲内であり、他の無線局に混

信を与えないもの)であること。この場合において、他の無線局の免許人等(法第6条第1
項第9号に規定する免許人等をいう。以下同じ。)との間で混信その他の妨害を防止する

ために必要な措置に関する契約が締結されている場合は当該契約の内容を、法第27条の

12第2項第5号に規定する終了促進措置が行われる場合は当該措置の実施状況を、それぞ

れ考慮すること。 
ア 周波数は、周波数割当計画(平成24年総務省告示第471号)に適合するものであり、

他の無線局に混信を与えないものであること。 
イ 周波数の数は、基幹放送局を除き、当該申請者の開設する他の無線局の使用周波数、

構成しようとする通信系統、必要と認められる通信量、当該無線局の地理的条件等か

らみて、当該無線局の目的を達成するため必要最小限のものであること。 
ウ 基幹放送局の周波数については、基幹放送用周波数使用計画(昭和63年郵政省告示

第661号)に基づき割当てが可能であること。 
エ 地方委任局については、別表1の区分に基づき周波数の割当てが可能であること。

ただし、総合通信局長(沖縄総合通信事務所長を含む。以下同じ。)が地域周波数利用

計画を策定した場合は、これによることができる。 
(３) 無線局事項書に記載された事項は、次のアからクまでに適合するものであること。 
ア 無線局の目的、免許の主体及び開設の理由は、別表2の区分に適合するものである

こと。また、特定基地局にあっては、この規定にかかわらず、無線局の目的が電気通

信業務用又は移動受信用地上基幹放送用であり、免許の主体が当該特定基地局に係る

認定開設者であること。 
イ 公共業務用無線局(根本基準第4条に規定する無線局をいう。以下同じ。)の範囲並び

に公共業務用無線局及びその他の一般無線局(根本基準第8条に規定するその他の一般

無線局をいう。以下同じ。)の開設申請に対する電気通信業務用電気通信施設利用の基

準は、別添1のとおりとする。 
ウ 通信の相手方及び通信事項又は放送事項及び放送区域は、無線局の目的及び開設を

必要とする理由に照らし適正なものであること。ただし、特定基地局にあっては、こ

の規定にかかわらず、通信の相手方及び通信事項又は放送事項及び放送区域が当該特

定基地局に係る認定計画に照らし適正なものであること。 
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エ 無線設備の工事落成の予定期日は、原則として予備免許の日から6か月以内である

こと。ただし、基幹放送局の無線設備の工事落成の予定期日は、原則として予備免許

の日から1年以内であること。 
オ 希望する運用許容時間は、その事業又は業務の遂行に必要な時間であること。 
カ 無線設備の設置場所は、次の条件に適合するものであること。 

(ア) 設置場所に係る土地及び建物は、予備免許又は免許を受けた後において使用で

きる十分な見通しがあること。 
(イ) 他の無線局に対し当該無線局の与える混信妨害又は当該無線局が他の無線局が

受ける混信妨害の度合いが十分小さいものであること。 
(ウ) 特定の固定地点間の無線通信を行う無線局は、回線構成の可能な範囲において、

できる限り海抜高の低い地点であること。ただし、特に山頂等の高所を希望する場

合は、回線経路、回線系統、プロフィル、置局上の立地条件、他の候補地との利害

損失等からみて、十分その必要性が認められるものであること。 
(エ) 890MHz以上の電波を使用する特定の固定地点間の無線通信を行う無線局は、

次のとおりであること。 
Ａ 原則として回線経路及びプロフィルからみて、地球の等価半径係数Kが0.8まで

変化しても、第1フレネルゾーンのクリアランスが可能なものであること。 
Ｂ 回線経路及びプロフィルからみて、その電波伝搬路の地上投影面に建築物等が

建築された場合においても、正常な伝搬路が確保され、かつ、近傍反射による伝

搬障害を受けない見込みのものであること。 
Ｃ 回線経路からみて反射係数が大きいと認められる場合は、そのプロフィルから

みて適当なシールジング・リッジにより反射波が切られているものであること。

ただし、干渉性フェージングの影響を軽減するための無線設備を有する場合は、

この限りでない。 
(オ) 使用周波数、伝送方式、回線経路、プロフィル等からみて、回線構成が適当と

認められるものであること。 
(カ) 移動する無線局の移動範囲は、無線局の目的及び開設を必要とする理由に照ら

して必要な範囲であること。 
(キ) 基幹放送局の送信空中線の位置は、山、高層建築物等により、放送の受信者側

にゴーストあるいはマルチパスを生ずるおそれが極力ない場所であること。 
キ 対地静止衛星に開設する電気通信業務用無線局(本邦外の場所相互間の通信を媒介す

る業務を併せ行うものに限る。)が本邦外の場所相互間の通信に使用する周波数帯域は、

使用可能な周波数帯域の20％以下であること。 
ク 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備は以下を満たすものであること。 

(ア) 特定地上基幹放送局の場合 
Ａ 放送法(昭和25年法律第132号)第111条第2項第1号及び第121条第2項第1号の規

定による設備の損壊又は故障に対する措置については、放送法関係審査基準(平成

23年総務省訓令第30号)別添1に掲げる対策が講じられていること。 
Ｂ 放送法第111条第2項第2号及び第121条第2項第2号の規定による基幹放送の品質

に対する措置は、放送法関係審査基準別添2に掲げる送信の標準方式に適合するも

のであること。 
(イ) 特定地上基幹放送局以外の基幹放送局の場合 
Ａ 放送法第121条第2項第1号の規定による設備の損壊又は故障に対する措置につ

いては、放送法関係審査基準別添1に掲げる対策が講じられていること。 
Ｂ 放送法第121条第2項第2号の規定による基幹放送の品質に対する措置は、放送

法関係審査基準別添2に掲げる送信の標準方式に適合するものであること。 
(４) 自営固定通信システムと公衆網との接続に係る基本的要件は、電気通信事業者が電

気通信事業法(昭和59年法律第86号)第70条第1項に基づき、当該接続の請求を拒否して
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いるものでないこと。 
(５) 法第56条第1項に基づき総務大臣が指定する受信設備の運用に支障を与えないもの

であること。必要な審査は別添2「無線局の免許申請等に対する電波天文業務の用に供

する受信設備の保護のための審査等」によること。 
(６) 無人運用の無線局等に対する無線従事者の選任については、別添3「無人運用の無線

局等の無線従事者の選任について」によることができること。 
(７) 主任無線従事者の選任については、別添4「主任無線従事者の監督の要素」を満足す

るものであること。 
(８) 基幹放送局の業務を維持するに足りる経理的基礎は、次のア及びイに適合するもの

であること。 
ア 法第6条第2項第3号に規定する無線設備の工事費については、当該基幹放送局を開

設するために必要とする適正な工事費として計上されていること。 
また、無線設備の工事費の支弁方法並びに無線局の運用費及びその支弁方法につい

ては、事業計画の該当事項及び事業収支見積りの中において適正に計上されているこ

と。 
イ 法第6条第2項第4号に規定する事業計画及び事業収支見積りについては、その記載

内容が当該地区における諸般の状況等から判断して、客観的に適切な内容のものであ

り、希望する免許の有効期間において確実にその事業の計画を実施することができる

ものであること。特に、事業収支見積りにおいて収入が減少傾向にある場合は、事業

収支見積りの裏付けとなる費用削減方策が具体的、かつ、適切に記載されていること。 
(９) 基幹放送局の業務を維持するに足りる技術的能力は、次のア及びイに適合するもの

であること。 
ア 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備を、放送法第121条第1項(特定地上基幹

放送局を用いて行う地上基幹放送にあっては、同法第111条第1項及び第121条第1項)
の技術基準に適合するように維持するための運用・保守等(以下「設備維持業務」とい

う。)の業務を確実に実施するため、適正に要員を配置することや緊急時の連絡体制が

整備されていること。 
イ 設備維持業務に従事する者が業務を確実に実施することができる実務経験等の能力

を有していること。 
(１０) ～ (１５) 略 
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○総務省訓令第４４号 
 平成２６年度に申請を受け付ける東経１１０度ＣＳ放送に係る衛星基幹放送局に関する免許方

針を次のとおり定める。 
  平成２６年１０月１６日 

総務大臣 山本 早苗 
   平成２６年度に申請を受け付ける東経１１０度ＣＳ放送に係る衛星基幹放送局に関す

る免許方針 
 （目的） 
第１条 平成２６年１０月２８日から同年１１月２８日まで申請を受け付ける放送衛星業務用の

周波数以外の周波数（１１．７ＧＨｚから１２．２ＧＨｚまでの放送衛星業務に使用される周

波数を使用して行われる衛星基幹放送以外の衛星基幹放送に使用される周波数をいう。以下同

じ。）を使用する衛星基幹放送（第３条において「平成２６年度に申請を受け付ける東経１１

０度ＣＳ放送」という。）に係る衛星基幹放送局の免許を付与するに当たっては、電波法関係

審査基準（平成１３年総務省訓令第６７号）の規定によるほか、この訓令に定めるところによ

るものとする。 
 
 （申請を受け付ける無線局） 
第２条 申請を受け付ける無線局は、放送衛星業務用の周波数以外の周波数を使用する衛星基幹

放送（超短波放送、標準テレビジョン放送、高精細度テレビジョン放送及びデータ放送に限

る。）を行う基幹放送局（衛星基幹放送試験局を除く。）とする。 
２ 前項の無線局の工事落成の期限は、平成２８年１２月３１日までとする。 
 
 （審査事項） 
第３条 平成２６年度に申請を受け付ける東経１１０度ＣＳ放送に係る衛星基幹放送局の免許に

おいては、電波法関係審査基準第３条の規定によるほか、次に掲げる事項について審査するこ

ととする。 
(1) 衛星調達方法等 
ア ２０１６年から新たに調達する衛星の設計寿命までの間の衛星の使用に係る計画が適正

かつ明確に定められていること。 
イ 高い信頼性を有する衛星を調達するものであり、その調達方法が適正であること。 
ウ 新たに調達する衛星は１３年以上の設計寿命を有するものであること。 
エ 衛星の打上げの失敗又は遅延の場合における衛星確保のための対応の方法 

(ｱ) 衛星の打上げが失敗した場合には、放送の継続及び開始に支障のないようできる限り

早期に代替衛星を打ち上げる計画を有していること。 
(ｲ) 衛星の打上げ遅延に対する対応策が適正かつ明確に定められていること。 

  オ 近接する、又は同一軌道上の他の人工衛星との関係において、安全な軌道位置を確保す

るものであること。 
 (2) 基幹放送事業者への情報開示 
 次に掲げる事項について、基幹放送事業者への情報開示方法を具体的に定め、基幹放送事

業者へ情報開示を行うものであること。 
ア 衛星の仕様 
イ 衛星障害時のデータの内容 

(ｱ) 障害の部位・原因特定のためのデータとして開示する内容 
(ｲ) 障害対策として実施する措置として開示する内容 

ウ その他基幹放送事業者が放送するに当たって必要となる情報に関する事項として開示す

る内容 
(3) 基幹放送事業者の負担額 
ア 基幹放送事業者に負担させることとなる料金の見込み額が明確に定められていること。 
イ アの料金の見込み額が、新たに調達する衛星の設計寿命までの間に発生することとなる

諸費用等に照らし適正であること。 
ウ 他の事業分野との間で不当な内部相互補助が行われるものでないこと。 
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エ 新たに調達する衛星の設計寿命までの間において基幹放送事業者に負担させることとな

る料金を値上げする可能性がある場合にあっては、その想定される事由及び値上げ幅が明

確に定められていること。 
 (4) 基幹放送事業者の意向の聴取 
 当該衛星の運用開始以後において、基幹放送事業者の意向（基幹放送事業者間の公平性を

損なうことになるものを除く。）を聴取するための方法が適正かつ明確に定められているこ

と。 
 
 （比較審査） 
第４条 申請が２以上提出され、割り当てることのできる周波数が不足する場合には、基幹放送

局の開設の根本的基準（昭和２５年電波監理委員会規則第２１号）第１０条第１項の規定に基

づき、当該申請につき、比較審査を行う。当該比較審査に当たっては、同規則への適合の度合

いを評価するために、前条に掲げる事項について審査するものとする。 
 
 
   附 則 
 この訓令は、平成２６年１０月２８日から施行する。 
 

 

- 24 - 
 



資料３  

電波監理審議会会長会見用資料

平成２７年３月１１日

日本放送協会所属の中波放送を行う基幹放送局の電気通信設備

の変更の許可について 

（平成２７年３月１１日 諮問第９号） 

［中波放送を行う基幹放送局（特定地上基幹放送局）の予備送信所の設置］ 

（連絡先）

電波監理審議会について

総務省総合通信基盤局総務課

（夏賀課長補佐、太田係長）

電話：０３－５２５３－５８２９

諮問内容について

総務省情報流通行政局放送技術課

（向井課長補佐、長澤係長）

電話：０３－５２５３－５７８６

総務省情報流通行政局地上放送課

（茅野課長補佐、榊原係長）

電話：０３－５２５３－５７９３



日本放送協会所属の中波放送を行う基幹放送局の 

電気通信設備の変更の許可について 

１．変更概要 

日本放送協会は、ＮＨＫ大阪第１放送局（以下、「大阪Ｒ１」という。）の２４

時間運用を行っている。 

このため、大阪Ｒ１の保守点検時においても２４時間放送を継続することを可

能とするため、ＮＨＫ大阪第２放送局の送信機等を大阪Ｒ１の第２予備装置（放

送法施行規則第１０４条の電気通信設備）として使用することを希望している。 

２． 安全・信頼性の確保のための措置概要 

放送法施行規則に規定に基づき審査を実施。 

（１）放送局の送信設備 

「予備機器等（第１０４条）」 

これまで、送信機の故障等の場合に備え、空中線電力１０ｋＷの第一予

備送信機を設置していたところ。今般、更なる安全・信頼性の確保のため、

保守点検等の最中にも放送が継続できるよう、大阪第２放送局の送信機等

を用いて、空中線電力９０ｋＷの第二予備送信機を設置。 

これにより、大阪Ｒ１の２４時間放送を確保し、かつ、安全・信頼性の

より一層の向上に寄与するものと認められる。 

（２）番組送出設備 

  措置内容に特段の変更はない。 

（３）中継回線設備 

  措置内容に特段の変更はない。 

諮問第９号説明資料 
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電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２７年３月１１日 

 

 

 

日本放送協会に対する平成２７年度国際放送等 
実施要請について 

（平成２７年３月１１日 諮問第１０号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （夏賀課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局衛星・地域放送課国際放送推進室 

                         （佐藤課長補佐、岡田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９８ 
 



諮問第１０号説明資料 
 

日本放送協会に対する平成２７年度国際放送等実施要請について 
 
Ⅰ 要請放送制度 
 
１ 目的  

  ＮＨＫに国際放送等を行うことを要請することにより、我が国の文化、産業等の事情を

海外へ紹介し、我が国に対する正しい認識を培うことによって、国際親善の増進及び外国

との経済交流の発展等を図るとともに、在外邦人に対して必要な情報を提供する。 
 

２ 概要  

（１） 総務大臣は、ＮＨＫに対し、放送区域、放送事項その他必要な事項を指定して国際

放送等を行うことを要請することができる。 
○放送法 

 （国際放送の実施の要請等） 

第６５条 総務大臣は、協会に対し、放送区域、放送事項（邦人の生命、身体及び財

産の保護に係る事項、国の重要な政策に係る事項、国の文化、伝統及び社会経済に

係る重要事項その他の国の重要事項に係るものに限る。）その他必要な事項を指定

して国際放送又は協会国際衛星放送を行うことを要請することができる。 

２ 総務大臣は、前項の要請をする場合には、協会の放送番組の編集の自由に配慮し

なければならない。 

３ 協会は、総務大臣から第１項の要請があつたときは、これに応じるよう努めるも

のとする。 

４・５ （略） 

 
（２） 放送法第６７条の規定に基づき、要請放送実施に要する費用は、国として予算計上。 
   平成２７年度は、ラジオ約９．６億円、テレビ約２５．８億円（前年度比約０．９億

円増）、計約３５．４億円。 
 

３ これまでの取組  

（１） 国際放送は昭和２６年度以降、また、協会国際衛星放送は平成１９年度以降、それ

ぞれ毎年度、要請等を実施。 
（２） ＮＨＫは、現在、放送法第２０条第１項第４号、５号に基づき行う自主放送と一体

として、要請放送を実施。 
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Ⅱ 実施要請の内容 
 

１ ラジオ国際放送  

次の事項を指定して、ラジオ放送による邦人向け及び外国人向け国際放送の実施を要請する。 

（平成２６年度の要請と同旨。） 

 

１ 放送事項 

（１）放送事項は、次の事項に係る報道及び解説とする。 

ア 邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項 

イ 国の重要な政策に係る事項 

ウ 国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項 

エ その他国の重要事項 

（２）上記事項の放送に当たっては、北朝鮮による日本人拉致問題に特に留意すること。 

 

２ 放送区域 

中米、南米、中東・北アフリカ、アフリカ、極東ロシア、アジア大陸（北部）、アジア大陸（中

部）、アジア大陸（南部）、東アジア、朝鮮、東南アジア、フィリピン・インドネシア、南西アジ

ア及び豪州・ニュージーランド 

 

３ その他必要な事項 

（１）放送効果の向上を図るため、放送法第２０条第１項第４号の規定に基づき実施する業務と一

体として行うこと。 

（２）各放送区域への送信は、八俣送信所又は海外中継局から実施すること。 

（３）送信空中線電力は、各放送区域における受信状況を考慮して決定すること。 

（４）放送時間は、各放送区域における受信者数、受信者の要望等を考慮して決定すること。 

（５）用いる言語は、日本語、中国語又は朝鮮語とすること。 

（６）放送の内容等についての十分な周知を行い、受信者の便宜を図るとともに、受信者の増加に

努めること。 

（７）この要請に応じて行う業務について、別に示すところにより、放送法施行令第７条第１号ホ

に規定する資料を提出すること。 

 

４ 国の費用負担等 

（１）この要請に応じて行う業務に要する費用の金額は、当該業務の実施期間に係る予算（平成２

７年度予算）において示される金額※を超えない範囲内とすること。当該金額は、費用の交付

に関する手続と併せ、別に示すものとする。 

（２）この要請に応じて行う業務の実施期間は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日ま

でとし、期間を分けて要請を行う場合は、それぞれ該当する期間を指定するものとする。 

 

※ 平成２７年度予算が原案どおり成立した場合は約９．６億円。 
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２ テレビ国際放送  

次の事項を指定して、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の実施を要請する。 

（平成２６年度の要請からの主な変更は下線部分。） 

 

１ 放送事項 

放送事項は、次の事項に係る報道及び解説とする。 

（１）邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項 

（２）国の重要な政策に係る事項 

（３）国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項 

（４）その他国の重要事項 

 

２ 放送区域 

北米、中南米、欧州、中東、アフリカ、アジア及び大洋州 

 

３ その他必要な事項 

（１）放送効果の向上を図るため、放送法第２０条第１項第５号の規定に基づき実施する業務と一

体として行うこと。 

（２）放送時間は、各放送区域における受信者数、受信者の要望等を考慮して決定すること。 

（３）用いる言語は、英語とすること。他の言語を併せ用いることができる。また、英語以外の外

国語による放送の取組を試行的に行うなど、多言語化に向けて、必要な取組を進めること。 

（４）国内外において、放送の内容等についての十分な周知広報を行うとともに、現地の視聴実態

を踏まえた受信環境の一層の整備・改善、放送番組の充実を図るなど、認知度の向上及び受信

者の増加に努めること。また、より効果的な普及に資するよう、認知度や放送効果についての

調査を行うこと。特に、平成３２年開催の東京オリンピック・パラリンピックに向けてこれら

の取組の一層の推進に努めること。 

（５）この要請に応じて行う業務について、別に示すところにより、放送法施行令第７条第１号ホ

に規定する資料を提出すること。 

 

４ 国の費用負担等 

（１）この要請に応じて行う業務に要する費用の金額は、当該業務の実施期間に係る予算（平成２

７年度予算（平成２６年度補正予算を含む。）※１）において示される金額※２を超えない範囲内

とすること。当該金額は、費用の交付に関する手続と併せ、別に示すものとする。 

（２）この要請に応じて行う業務の実施期間は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日ま

でとし、期間を分けて要請を行う場合は、それぞれ該当する期間を指定するものとする。 

 

※１ 平成２６年度補正予算が繰り越された場合に記載。 
※２ 平成２７年度予算が原案どおり成立した場合は約２５．８億円。このほかに、平成２６年度補正予算が

繰り越された場合は、当該繰越額。 

 

 

以上 
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国際放送関係資料

国際放送の現状 ----- １

国際放送の実施（平成２７年度予算案） ----- ３

総務省交付金額とＮＨＫ国際放送関係費の推移 ----- ４

テレビ国際放送の実施要請書の比較表 ----- ５

過去の要請書

平成２６年度ラジオ国際放送実施要請書 ----- ６

平成２６年度テレビ国際放送実施要請書 ----- ８

平成２６年度テレビ国際放送実施要請書（変更） ----- １０

関係法令

放送法参照条文 ----- １１

            情報流通行政局　衛星・地域放送課　国際放送推進室

日本放送協会に対する平成２７年度国際放送等実施要請について

（参考資料）

平成２７年３月１１日



国際放送の現状 
 

１ ラジオ国際放送  

（１）放送時間 １日延べ５８時間４０分 
（２）放送区域 １５区域 

（欧州、中米、南米、中東・北アフリカ、アフリカ、極東ロシア、アジア大陸

（北部）、アジア大陸（中部）、アジア大陸（南部）、東アジア、朝鮮、東南アジ

ア、フィリピン・インドネシア、南西アジア、豪州・ニュージーランド） 
（３）使用言語 １８言語 

（日本語、英語、中国語、ロシア語、朝鮮語（ハングル）、インドネシア語、フ

ランス語、スペイン語、タイ語、ベトナム語、ビルマ語、ヒンディー語、ウル

ドゥー語、ベンガル語、ペルシャ語、ポルトガル語、アラビア語、スワヒリ語） 
（４）送信施設 国内送信所１か所（八俣送信所）、海外中継局２０か所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ テレビ国際放送  

（１）放送時間 外国人向け：１日２３．５時間程度（株式会社日本国際放送の独自放送を

含めて２４時間） 

邦人向け ：１日５時間程度 

（２）放送区域 外国人向け：インテルサット１９、２０、２１衛星及び地域衛星にて、北米、

中南米、欧州、中東、アフリカ、アジア及び大洋州で受信可能。 

邦人向け ：インテルサット１９、２０、２１衛星及び地域衛星にて、北米、

中南米、欧州、中東、アフリカ、アジア及び大洋州で受信可能。 

（３）使用言語 ２言語（日本語、英語） 

（４）送信衛星 外国衛星３１基 

（５）受信方法 受信機及びアンテナを用いた直接受信のほか､ＣＡＴＶやホテルなどでも

視聴が可能。  

（⑦と⑲は同じ） 

①　シンガポール中継局

②　アセンション中継局

③　ダバヤ中継局

④　フランス中継局

⑤　ドイツ中継局

⑥　ウズベキスタン中継局

⑦　リトアニア中継局

⑧　マダガスカル中継局

⑨　パラオ中継局

⑩　アメリカ中継局

⑪　南アフリカ中継局

短
波

⑫　インドネシア中継（ジャカルタ他）

⑬　ヨルダン川西岸中継

⑭　アフガニスタン中継（カブール他）

⑮　バングラデシュ中継（ダッカ他）

⑯　タンザニア中継（ダルエスサラーム他）

⑰　ブラジル中継（ブラジリア他）

⑱　モスクワ中継局

⑲　リトアニア中継局

⑳　タジキスタン中継局

㉑　ブラジル中継局（サンパウロ他）

Ｆ
Ｍ

中
波
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＜外国人向け＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜邦人向け＞ 
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   それぞれの地域の実情に即した受信方法で受信可能（主に一般家庭向け） 

直径２．５～６メートルのアンテナで受信可能（主に事業者向け） 
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【現地ケーブルテレビ等を通じた配信】 

 

〇 放送法の規定に基づき、ＮＨＫに国際放送を行うことを要請することにより、我が国の文化、産業等の事情

を海外へ紹介し、我が国に対する正しい認識を培うことによって、国際親善の増進及び外国との経済交流の

発展等を促進する。 

〇 特に、テレビ国際放送の充実を図るため、これまでの衛星放送を中心とした配信に加え、現地の視聴実態

に合わせて、ケーブルテレビ等を通じた配信を推進する。 

施策概要 

 ３５．４億円 

○ ＮＨＫのテレビ国際放送の要請
放送交付金として交付（放送法第６
５条第１項・第６７条第１項） 

（０．９億円増額） 

国際放送の実施（平成２７年度予算案） 

H2７予算（案） 

人工衛星 

ＮＨＫ 

衛星放送＋現地ケーブルテレビ等 

衛星放送 

あらゆる配信手段を通じて、テレビ国際放送の視聴環境を整備 

ケーブル 
テレビ等 

3 

http://www3.nhk.or.jp/nhkworld/english/news/
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年度 
総務省 交付金額 

ＮＨＫ国際放送関係費 
ラジオ国際放送 テレビ国際放送 

17 ２２．７ － １１１ 

18 ２２．６ － １１０ 

19 ２１．６ ３．０ １２０ 

20 １８．１ １５．２ １５０ 

21 １０．５ ２４．５ １６７ 

22 ９．５ ２４．５ １７５ 

23 ９．５ ２４．５ １７６ 

24 ９．５ ２４．５ １８８ 

25 ９．５ ２４．８ ２０５ 

25補正 － ５．０ － 

26 ９．６ ２４．９ ２１４ 

26補正 － ３．９ － 

27（案） ９．６ ２５．８ ２７９ 

総務省交付金額とＮＨＫ国際放送関係費の推移 
（単位：億円） 

※ 平成25年度までは決算額、平成25年度補正、平成26年度及び平成26年度補正は予算額、平成27年度は予算案。 
※ ＮＨＫ国際放送関係費については切り捨て、総務省交付金額については四捨五入。 
※ 平成25年度決算額には平成25年度補正予算の交付金（５億円）の一部が含まれている。 
※ ＮＨＫ国際放送関係費については、平成23年度までは税込金額であるが、平成24年度からは税抜金額となっている。 



テレビ国際放送の実施要請書の比較表 
平成2７年度 （案） 平成２６年度 

放送法（昭和２５年法律第１３２号）第６５条第１項の規定に基づき、次の事項を指
定して、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の実施を要請する。 

（同左） 

１ 放送事項 
放送事項は、次の事項に係る報道及び解説とする。 

（１）邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項 
（２）国の重要な政策に係る事項 
（３）国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項 
（４）その他国の重要事項 

（同左） 

２ 放送区域 
北米、中南米、欧州、中東、アフリカ、アジア及び大洋州 

（同左） 

３ その他必要な事項 

（１）放送効果の向上を図るため、放送法第２０条第１項第５号の規定に基づき実施す
る業務と一体として行うこと。 

（同左） 

（２）放送時間は、各放送区域における受信者数、受信者の要望等を考慮して決定す
ること。 

（同左） 

（３）用いる言語は、英語とすること。他の言語を併せ用いることができる。また、英語
以外の外国語による放送の取組を試行的に行うなど、多言語化に向けて、必要
な取組を進めること。 

（３）用いる言語は、英語とすること。ただし、他の言語を併せ用いることを妨げな
い。 

（４）国内外において、放送の内容等についての十分な周知広報を行うとともに、現地
の視聴実態を踏まえた受信環境の一層の整備・改善、放送番組の充実を図るな
ど、認知度の向上及び受信者の増加に努めること。また、より効果的な普及に資す
るよう、認知度や放送効果についての調査を行うこと。特に、平成３２年開催の東
京オリンピック・パラリンピックに向けてこれらの取組の一層の推進に努めること。 

（４）放送の内容等についての十分な周知広報を行うとともに、受信環境の一層
の整備・改善、放送番組の充実を図るなど、認知度の向上及び受信者の増
加に努めること。また、より効果的な普及に資するよう、認知度や放送効果に
ついての調査を行うこと。特に、平成３２年開催の東京オリンピック・パラリン
ピックに向けてこれらの取組の一層の推進に努めること。 

（５）この要請に応じて行う業務について、別に示すところにより、放送法施行令（昭和
２５年政令第１６３号）第７条第１号ホに規定する資料を提出すること。 

（同左） 

４ 国の費用負担等 （同左） 

（１）この要請に応じて行う業務に要する費用の金額は、当該業務の実施期間に係る
予算（平成２７年度予算（平成２６年度補正予算を含む。））において示される金額
を超えない範囲内とすること。当該金額は、費用の交付に関する手続と併せ、別に
示すものとする。 

（１）この要請に応じて行う業務に要する費用の金額は、当該業務の実施期間に
係る予算（平成２６年度予算（平成２５年度補正予算を含む。））において示さ
れる金額を超えない範囲内とすること。当該金額は、費用の交付に関する手
続と併せ、別に示すものとする。 

（２）この要請に応じて行う業務の実施期間は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３
１日までとし、期間を分けて要請を行う場合は、それぞれ該当する期間を指定する
ものとする。 

（２）この要請に応じて行う業務の実施期間は、平成２６年４月１日から平成２７年
３月３１日までとする。 
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◎放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） 抜粋 

 

（目的） 

第一条 この法律は、次に掲げる原則に従つて、放送を公共の福祉に適合するように規律し、その健

全な発達を図ることを目的とする。 

一 放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障すること。 

二 放送の不偏不党、真実及び自律を保障することによつて、放送による表現の自由を確保するこ

と。 

三 放送に携わる者の職責を明らかにすることによつて、放送が健全な民主主義の発達に資するよ

うにすること。 

 

（定義） 

第二条 この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。 

一～四 （略） 

五 「国際放送」とは、外国において受信されることを目的とする放送であつて、中継国際放送及

び協会国際衛星放送以外のものをいう。 

六 「邦人向け国際放送」とは、国際放送のうち、邦人向けの放送番組の放送をするものをいう。 

七 「外国人向け国際放送」とは、国際放送のうち、外国人向けの放送番組の放送をするものをい

う。 

八 「中継国際放送」とは、外国放送事業者（外国において放送事業を行う者をいう。以下同じ。

）により外国において受信されることを目的として国内の放送局を用いて行われる放送をいう。 

九 「協会国際衛星放送」とは、日本放送協会（以下「協会」という。）により外国において受信

されることを目的として基幹放送局（基幹放送をする無線局をいう。以下同じ。）又は外国の放

送局を用いて行われる放送（人工衛星の放送局を用いて行われるものに限る。）をいう。 

十 「邦人向け協会国際衛星放送」とは、協会国際衛星放送のうち、邦人向けの放送番組の放送を

するものをいう。 

十一 「外国人向け協会国際衛星放送」とは、協会国際衛星放送のうち、外国人向けの放送番組の

放送をするものをいう。 

 十二～二十九 （略） 

 

（放送番組編集の自由） 

第三条 放送番組は、法律に定める権限に基づく場合でなければ、何人からも干渉され、又は規律

されることがない。 
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（目的） 

第十五条 協会は、公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように豊かで、か

つ、良い放送番組による国内基幹放送（国内放送である基幹放送をいう。以下同じ。）を行うと

ともに、放送及びその受信の進歩発達に必要な業務を行い、あわせて国際放送及び協会国際衛星

放送を行うことを目的とする。 

 

（業務） 

第二十条 協会は、第十五条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一～三 （略） 

四 邦人向け国際放送及び外国人向け国際放送を行うこと。 

五 邦人向け協会国際衛星放送及び外国人向け協会国際衛星放送を行うこと。 

２～６ （略） 

７ 協会は、外国人向け協会国際衛星放送を行うに当たつては、その全部又は一部をテレビジョン放

送によるものとしなければならない。 

８～１１ （略） 

 

（外国人向け協会国際衛星放送の業務の方法） 

第二十一条 協会は、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の業務を円滑に遂行する

ため、収支予算、事業計画及び資金計画で定めるところにより、次に掲げる業務を行うことを主た

る目的とする会社を一に限り子会社（協会がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他

の協会がその経営を支配している法人として総務省令で定めるものをいう。以下この章及び第百九

十一条第二項において同じ。）として保有しなければならない。 

一 協会の委託を受けてテレビジョン放送による外国人向け放送番組を制作すること。 

二 協会の委託を受けて、電波法の規定により基幹放送局の免許を受けた協会以外の者又は外国の

放送局を運用する者に対し、その放送局を協会が行うテレビジョン放送による外国人向け協会国

際衛星放送の業務の用に供させること。 

２ 協会は、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の業務を行うに当たつては、当該

業務を円滑に遂行できるようにするために協会が定める基準に従い、当該業務の一部を前項に規定

する子会社に委託しなければならない。 

３ 協会は、前項の基準を定めたときは、遅滞なく、その基準を総務大臣に届け出なければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

 

第二十六条 協会は、第二十条第七項の規定によるテレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星

放送（第二十一条第二項の規定による子会社への放送番組の制作の委託を含む。）を行うに当たり
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、当該放送を実施するため特に必要があると認めるときは、協会以外の基幹放送事業者（放送大学

学園法（平成十四年法律第百五十六号）第三条に規定する放送大学学園（以下「学園」という。）

を除く。第三項において同じ。）に対し、協会が定める基準及び方法に従つて、放送番組の編集上

必要な資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

２ 協会は、前項に規定する基準及び方法を定め、又はこれらを変更しようとするときは、第八十二

条第一項に規定する国際放送番組審議会に諮問しなければならない。 

３ 前項の国際放送番組審議会は、同項の規定により諮問を受けた場合には、協会以外の基幹放送事

業者の意見を聴かなければならない。 

４ 協会は、第一項に規定する基準及び方法を定めたときは、遅滞なく、その基準及び方法を総務

大臣に届け出なければならない。これらを変更した場合も、同様とする。 

 

（国際放送の実施の要請等）  

第六十五条 総務大臣は、協会に対し、放送区域、放送事項（邦人の生命、身体及び財産の保護に係

る事項、国の重要な政策に係る事項、国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項その他の国の重

要事項に係るものに限る。）その他必要な事項を指定して国際放送又は協会国際衛星放送を行うこ

とを要請することができる。  

２ 総務大臣は、前項の要請をする場合には、協会の放送番組の編集の自由に配慮しなければならな

い。 

３ 協会は、総務大臣から第一項の要請があつたときは、これに応じるよう努めるものとする。 

４ 協会は、第一項の国際放送を外国放送事業者に係る放送局を用いて行う場合において、必要と認

めるときは、当該外国放送事業者との間の協定に基づき基幹放送局をその者に係る中継国際放送の

業務の用に供することができる。 

５ 第二十条第八項の規定は、前項の協定について準用する。この場合において、同条第八項中「

又は変更し」とあるのは、「変更し、又は廃止し」と読み替えるものとする。 

 

（国際放送等の費用負担） 

第六十七条 第六十五条第一項の要請に応じて協会が行う国際放送又は協会国際衛星放送に要する費

用及び前条第一項の命令を受けて協会が行う研究に要する費用は、国の負担とする。  

２ 第六十五条第一項の要請及び前条第一項の命令は、前項の規定により国が負担する金額が国会

の議決を経た予算の金額を超えない範囲内でしなければならない。 

 

（放送番組の編集等） 

第八十一条 （略） 

２・３ （略） 
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４ 協会は、邦人向け国際放送若しくは邦人向け協会国際衛星放送の放送番組の編集及び放送又は外

国放送事業者に提供する邦人向けの放送番組の編集に当たつては、海外同胞向けの適切な報道番組

及び娯楽番組を有するようにしなければならない。 

５ 協会は、外国人向け国際放送若しくは外国人向け協会国際衛星放送の放送番組の編集及び放送又

は外国放送事業者に提供する外国人向けの放送番組の編集に当たつては、我が国の文化、産業その

他の事情を紹介して我が国に対する正しい認識を培い、及び普及すること等によつて国際親善の増

進及び外国との経済交流の発展に資するようにしなければならない。 

６ （略） 

 

（電波監理審議会への諮問） 

第百七十七条 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければならない。 

一 （略） 

二 第十八条第二項（定款変更の認可）、第二十条第八項（第六十五条第五項において準用する場

合を含む。）（中継国際放送の協定の認可）、第二十条第九項（提供基準の認可）、同条第十項

（任意的業務の認可）、第二十二条（独立行政法人宇宙航空研究開発機構等への出資の認可）、

第六十四条第二項及び第三項（受信料免除の基準及び受信契約条項の認可）、第六十五条第一項

（国際放送等の実施の要請）、第六十六条第一項（放送に関する研究の実施命令）、第七十一条

第一項（収支予算等の認可）、第八十五条第一項（放送設備の譲渡等の認可）、第八十六条第一

項（放送の廃止又は休止の認可）、第八十九条第一項（放送の廃止又は休止の認可）、第九十三

条第一項（基幹放送の業務の認定）、第九十六条第一項（地上基幹放送の業務の場合に限る。）

（認定の更新）、第九十七条第一項本文（基幹放送の放送事項又は基幹放送の業務に用いられる

電気通信設備の変更の許可）、第百二十条（放送局設備供給役務の提供条件の変更命令）、第百

四十一条（受信障害区域における再放送の業務の方法に関する改善の命令）、第百五十六条第一

項、第二項若しくは第四項（有料基幹放送契約約款の変更命令又は有料放送事業者若しくは有料

放送管理事業者の業務の方法の改善の命令）、第百五十九条第一項（認定放送持株会社に関する

認定）又は第百六十七条第一項（センターの指定）の規定による処分 

三～五 （略） 

２ （略） 
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                                     資料５  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２７年３月１１日 

 

 

 

放送法及び電波法の一部を改正する法律の施行に伴う 
関係省令等の整備案について 

（平成27年３月11日 諮問第11号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （夏賀課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （西潟課長補佐、植村係長、松本係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７６ 
 



諮問第１１号説明資料 

 

放送法及び電波法の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令等 

の整備案について 

 

１ 経緯等  

地方経済の低迷に伴うローカル局の株主による株式の放出に対し、株式の引き受

け手を地元で確保することが困難となり、認定放送持株会社に引受け手を依頼せざ

るを得ない状況が生じていることや、ラジオの広告市場が長期継続的に縮小する中

で売上高の減少が続き、ピーク時の約半分の水準となっている等、放送事業につい

て様々な課題が生じてきていること等を踏まえ、「放送政策に関する調査研究会」

（座長：長谷部恭男 東京大学法学部教授）の第一次とりまとめ（平成２５年８月

９日公表）において「認定放送持株会社制度を、子会社に至らない形でのより緩や

かなグループ経営の形態も可能とするものとして改めて位置づけた上で、１２地域

特例の枠内で、１／３から１／２までの議決権保有を認める特例を措置することが

考えられる」旨の提言がなされ、第二次とりまとめ（平成２６年２月２５日公表）

において「経営の合理化に取り組もうとする放送事業者による多種多様な事業再編

を、より柔軟かつ円滑に行うことを可能とするため、（中略）「認定制度」を導入す

ることが考えられる」旨の提言がなされた。 

これらを踏まえ、認定放送持株会社制度の認定要件等の緩和、経営基盤強化計画

認定制度の導入等を内容とする放送法及び電波法の一部を改正する法律案が第１

８６回通常国会において可決・成立し、平成２６年６月２７日に公布された。 

本件は、この放送法及び電波法の一部を改正する法律（平成２６年法律第９６号）

による改正後の放送法（以下「新放送法」という。）の委任に基づき、経営基盤強

化計画認定制度及び認定放送持株会社制度等に係る規定の整備等を行うものであ

る。 

 

２ 改正の概要  

（１）放送法施行規則の一部改正 

認定放送持株会社は複数の基幹放送事業者をその傘下に置く持株会社である

ことから、放送の多元性、多様性及び地域性を確保するため、一の者が保有す

ることができる認定放送持株会社の議決権を一定の割合以下に制限していると

ころ。 

当該一定の割合について、今回の省令改正により、以下のとおりとし、③に

ついて追加を行った。【第 207条】 

① 原則として「３分の１」 

② 例外として持株傘下の地上基幹放送事業者と放送対象地域が重複する地上

基幹放送事業者を支配する場合等は、「１０分の１」 

③ 上記②の場合であっても、全体としてテレビ１局・ラジオ（コミュニティ
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放送を除く）４局の範囲内であれば、「３分の１」 

 

（２）基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準

の特例に関する省令の制定 

① 基幹放送の業務に係る「特定役員」の定義【第３条】 

マスメディア集中排除原則及び外国性の排除に係る「役員」規制について

のこれまでの解釈・運用の明確化を図るため、「特定役員」について、法人形

態ごとに具体的な範囲を規定した。 

例えば株式会社（指名委員会等設置会社以外の取締役会設置会社）におい

ては、以下のとおりとしている。 

・原則として取締役 

・例外として（衛星基幹放送又は移動受信用地上基幹放送であって、取締

役に占める業務執行取締役以外の者の割合が三分の一を超えない場合

は）業務執行取締役 

 

② 基幹放送の業務に係る「支配関係」の定義 

ア 議決権保有比率規制【第５条】 

地上基幹放送における、「支配関係」に該当する議決権保有比率は、同一

の放送対象地域は、１０分の１超、異なる放送対象地域は、３分の１超とし

ているところ。 

今回の省令改正により、認定放送持株会社による地上基幹放送事業者に対

する支配関係については、その放送対象地域の如何を問わず、１０分の１超

を基準としている。ただし、表現の自由享有基準の特例の適用に当たっては、

１０分の１超３分の１以下の議決権保有による地上基幹放送事業者は、異な

る放送対象地域においては原則として支配関係に該当しないものとして取

り扱うこととする。 

 

イ 役員兼任比率規制【第６条】 

特定役員の５分の１超を兼任する場合は、「支配関係」に該当することと

しているが、今回の改正により、経営基盤強化計画認定制度を活用する場合

は、５分の１超３分の１以下の特定役員の兼任を特例として認めることとし

ている（後述⑤）。 

 

ウ 代表権を有する特定役員・常勤の特定役員の兼任規制【第７条】 

代表権を有する特定役員又は常勤の特定役員を兼任する場合は、「支配関

係」に該当する。 

 

③ 基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準の特例 

上記「支配関係」等に該当する場合であっても、以下の要件のいずれにも
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適合するときは、特例として基幹放送の業務の認定等を受けることができる。 

ア テレビジョン放送を行う地上基幹放送：１局以内【第８条第１号】 

 

イ ラジオ放送（コミュニティ放送を除く。エにおいて同じ。）を行う地上基

幹放送：４局以内【第８条第２号】 

 

ウ コミュニティ放送を行う地上基幹放送：特定の一の市区町村を放送対象地

域の全部又は一部とする限りにおいて、何局でも保有可能【第８条第３号】 

 

エ ラジオ放送を行う地上基幹放送とコミュニティ放送を行う地上基幹放送

の兼営・支配は不可【第８条第４号】 

 

オ 同一放送対象地域におけるテレビジョン放送を行う地上基幹放送、ラジオ

放送を行う地上基幹放送及び新聞の兼営・支配（いわゆる三事業支配）は原

則として不可【第８条第５号】 

 

カ 衛星基幹放送（ＢＳ放送及び東経１１０度ＣＳ放送）の４トランスポンダ

を超える兼営・支配は不可【第８条第６号】 

 

キ 地上基幹放送事業者については、上記カの制限に加え、 

・ ＢＳ放送事業者の２分の１超の議決権保有は不可【第８条第７号イ】 

・ 東経１１０度ＣＳ放送の合計２トランスポンダを超える兼営・支配は不

可【第８条第７号ロ】 

 

ク 移動受信用地上基幹放送のうちＶ－Ｈｉｇｈ放送の合計１３セグメント

を超える兼営・支配は不可【第８条第８号】 

 

ケ 移動受信用地上基幹放送のうちＶ－Ｌｏｗ放送については、 

・同一放送対象地域におけるＶ－Ｌｏｗ放送の合計６セグメントを超える兼

営・支配は不可【第８条第９号前段】 

・異なる放送対象地域のＶ－Ｌｏｗ放送の兼営・支配については、隣接する

２つの地域までであれば可能【同号後段】 

 

④ 基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準の特例（認定放送持株会社制度） 

    認定放送持株会社制度を活用する場合には、一定の要件を満たす場合に、上

記③の特例に加え、以下の２つの特例が認められる。 

ア 認定放送持株会社は、最大１２地域分まで、放送対象地域が重複しない地

上基幹放送事業者を関係会社とすることが可能【第９条第１項第２号イ】 

 

 3 



イ 認定放送持株会社は、０．５トランスポンダの範囲内で、ＢＳ放送事業者

を関係会社とすることが可能【第９条第１項第３号】 

 

⑤ 基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準の特例（経営基盤強化計画認定制

度関係） 

    上記③及び④の特例に加え、地域性確保措置、多元性・多様性確保措置等を

適切に講じるものとして経営基盤強化計画の認定を受けた基幹放送事業者（指

定放送対象地域に係るものに限る。）については、５分の１超３分の１以下の

特定役員の兼任を特例として認めることとしている（上記③のイや④のア等の

算入対象外としている）。【第１０条】 

 

⑥ その他の特例 

このほか、経営困難状態等に係る特例【第１１条】、特定隣接地域等に係る

特例【第１２条】等を規定。 

 

（３）基幹放送普及計画の一部改正 

① 地上基幹放送事業者（全国放送を除く。）の主たる出資者、役員及び審議機

関の委員は、できるだけ当該地上基幹放送の放送対象地域に住所を有する者

である、及び認定放送持株会社の子会社である地上基幹放送事業者の審議機

関の委員は、できるだけ当該地上基幹放送の放送対象地域に住所を有する者

であることとする。 

 

 ② 新放送法第百六十三条の規定に基づき、地上基幹放送事業者がその放送対

象地域向けに自らが制作する番組を有するように努めることとする。 

 

（４）指定放送対象地域を指定する告示の制定 

新放送法第百十六条の二第一項及び第三項の規定に基づき、国内基幹放送に

係る放送対象地域のうち、国内基幹放送の役務に対する需要の減少その他の経

済事情の変動により放送系の数の目標を達成することが困難となるおそれがあ

り、かつ、当該目標を変更することが放送系の数に関する放送対象地域間にお

ける格差その他の事情を勘案して適切でないと認められるものを指定放送対象

地域として指定している。 

 

（５）附則 

① 放送法及び電波法の一部を改正する法律の施行の日（平成２７年４月１日）

から施行する。 

 

② その他経過措置を定める。 
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放送法及び電波法の一部を改正する法律の施行に伴う 
省令等の整備について 

平成２７年３月１１日 
総務省情報流通行政局放送政策課 

（民放関連部分） 

諮問第１１号説明資料 



改正放送法（昨年６月20日成立）の概要（民放関係） ［参考］ 

（１） 放送事業者の経営基盤強化計画の認定に係る制度の創設（本年４月１日施行） 

(２)  認定放送持株会社の認定の要件の緩和（同上） 

① マスメディア集中排除の一般原則（異なる放送対象地域について、議決権保有は1/3まで）は緩和せず、 
認定放送持株会社のもとで議決権保有が可能な範囲を拡大。  

     ※役員兼任が可能な範囲も拡大  

② その他の規制の見直し 

・ 認定放送持株会社の資産要件の緩和 

① 視聴可能チャンネルの数の目標の達成が困難となるおそれがある放送対象地
域（一般的には県域）を指定。 

② ①の地域に係る放送事業者は、「経営基盤強化計画」を作成し、総務大臣の認
定を受けることにより、以下の点等を可能とする。 

・ 異なる放送対象地域において同一の放送番組を放送すること 

・ 共同番組審議機関の設置 

放送番組の同一化のイメージ 

＜参考＞ 

(１) ＮＨＫのインターネット活用業務の拡大（本年４月１日施行予定） 

  ※ ＮＨＫからの「実施基準案」の認可申請（昨年11月25日）を受け、総務省の考え方（一定の条件を付し認可）について
意見募集を実施（12/20～1/18）。２月の電監審への諮問を経て認可済。 

(２) 国際放送（ＮＨＫワールドＴＶ）の番組の国内放送事業者への提供業務の円滑化（昨年６月27日に施行済み） 

  ※ 現在、ＣＡＴＶ事業者（例：Ｊ：ＣＯＭ）への提供を推進中。 
1 



○放送法施行規則 
・経営基盤強化計画認定制度に関する事項（新設） 

・認定放送持株会社の認定要件（資産割合） 

・認定放送持株会社に対する議決権保有制限 

○指定放送対象地域を定める件に関する告示案（新設） 

放送法及び電波法の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令等の改正（青枠内が諮問事項） 

○放送法施行規則 
 

・認定放送持株会社の認定要件（資産割合） 

・認定放送持株会社に対する議決権保有制限 

○基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省
令 

 ・基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準の特例等 

  （支配関係に該当する議決権割合及び役員兼任割合等の基準、ラ・
テ特例、ラ・ラ特例等の特例について規定。） 

○基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義  
並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令 

 ①「特定役員」の定義（新設） 

 ②「支配関係」の定義 

 ③基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準の特例 

 ④基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する認定放送持
株会社の子会社に係る特例 

 ⑤経営基盤強化計画認定制度に係る基幹放送の業務に係る表現の
自由享有基準の特例（新設） 

○基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省
令の認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める省
令 

 ・基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令の認定放
送持株会社の子会社に係る特例等 

  （支配関係に該当する議決権割合及び役員兼任割合等の基準、認
定放送持株会社の子会社に適用される１２地域特例、ＢＳ放送特例
等の特例について規定。） 

改 正 前 

○基幹放送普及計画 
 ①認定放送持株会社の関係会社の地域性確保努力義務（放送法第

１６３条の規定の内容） 

 ②地上基幹放送事業者の役員等の地元要件 

 ③認定放送持株会社の関係会社の番組審議機関の役員の地元要件 

2 

○改正放送法に基づき、経営基盤強化計画認定制度の創設による告示の新規制定、及び認定持株会社制度の緩和に伴う省令
の規定の整備等を行う。 

○現状二本に分かれているマスメディア集中排除原則に係る省令について、適用関係の整理・明確化等のため、一本化を行う。 

改 正 後 



経営基盤強化計画認定制度の概要 

 

 

 

 

 

 

○ 地域経済の低迷等に起因して放送事業者の経営状況が悪化する中、地域住民の生活に必要な基幹メディアとして存続 
するために経営基盤の強化に早期かつ積極的に取り組むことを可能とする制度。 

○ 経済事情の変動により放送系の数の目標の達成が困難となるおそれがある等と認められる放送対象地域を「指定放送 
対象地域」として総務大臣が指定。 

○ 「指定放送対象地域」に係る基幹放送事業者は、業務の合理化や組織の再編成等により収益性の向上を図る「経営基盤 
強化計画」を作成し、総務大臣の認定を受けた場合、放送法・電波法の特例が適用。 

放送法・電波法の特例 

○ 再免許等における経理的基礎審査の免除  

○ 放送番組審議機関の共同設置の可能化 

○ あまねく普及努力義務の緩和 

○ 地域向け自主制作番組確保努力義務の緩和 

経営基盤強化計画の作成・申請 

○ 経営基盤強化による収益性の向上の程度 

○ 経営基盤強化の内容 

○ 経営基盤強化に伴う労務に関する事項 

○ 番組同一化の内容 

○ 地域性確保措置の内容 

○ 特例役員兼任関係の内容 

○ 地域性確保措置の内容 

○ 多元性・多様性確保措置の内容 

（黄色部分が今回の諮問対象） 

 経営基盤の強化に向けた限られた人材の 
有効活用等が可能に 

 

総
務
大
臣
に
よ
る
指
定
放
送
対
象
地
域
の
指
定
（
次
頁
参
照
） 

 番組制作費の削減やマスター等設備の統合、
県境の中継局設備の効率化等が可能に 
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マスメディア集中排除原則の特例の適用 
を受けて役員兼任を拡大する場合 

放送番組の同一化を行う場合 電
波
監
理
審
議
会
へ
の
諮
問
・答
申 

総
務
大
臣
の
認
定 

（
13
頁
参
照
） 

放送番組の同一化を行う場合 

マスメディア集中排除原則の特例の適用 
を受けて役員兼任を拡大する場合 

○ 役員兼任規制の上限の緩和（１／５  →  １／３） 
（９頁参照） 



○ 収入の現状、先行きの見通しともに厳しいラジオに係る放送対象地域を指定放送対象地域に指定。 
○ 収入が全国の平均を大きく上回るＡＭの三大広域圏を除くラジオの放送対象地域を指定。 

 国内基幹放送に係る放送対象地域のうち、 

・ 当該放送対象地域における国内基幹放送の役務に対する需要の減少その他の経済事情の変動により当該放送対象地域 
の放送系の数の目標を達成することが困難となるおそれがあり、 

・ かつ、当該目標を変更することが放送系の数に関する放送対象地域案における格差その他の事情を勘案して適切でない 

と認められるもの。 

指定放送対象地域の指定について 

基幹放送の区分 放送対象地域 放送系の数の目標 

中波放送 

広域 
放送 

関東広域圏及び近畿広域圏の各区域 ３ 

中京広域圏 ２ 

県域 
放送 

北海道、福岡県及び沖縄県の各区域 ２ 

群馬県、埼玉県、千葉県、愛知県、三重県、大阪府、奈良県、福
岡県及び沖縄県を除く府県の各区域(滋賀県及び京都府、鳥取
県及び島根県並びに佐賀県及び長崎県については、それぞれ

の府県の区域を併せた区域) 

１ 

短波放送 全国 １ 

超短波放送 

県域 
放送 

北海道、東京都、新潟県、愛知県、大阪府及び福岡県の各区域 ２ 

茨城県、新潟県、愛知県、大阪府及び福岡県を除く府県の各区
域(鳥取県及び島根県については、両県の区域を併せた区域) 

１ 

外国語
放送 

東京都の特別区の存する区域、名古屋市、大阪市及び福岡市を
それぞれ中心として同一の放送番組の放送を同時に受信できる
ことが相当と認められる区域として総務大臣が別に定める区域 

１ 

指定放送対象地域として指定 

「基幹放送普及計画」（抜粋） 

【放送対象地域と放送系の数の目標】 
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指定放送対象地域（放送法第１１６条の２第１項（抜粋）） 
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95.5 97.7 
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102.1 101.7 

101.1 
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110

24 25 26 27 28 29 30 31 32

H5の約７割 

 「TV単営」の売上高はリーマンショック（H20年度）以降減
少に転じたが、近年は微増。 

 ラジオについては、H5年度を100とすると、H25年度に
「AM単営」は46、「FM」は70と大幅に減少。 

※ H14にAM単営が増加しているのは、TV・AM兼営だったTBSがTVとAM
単営に分社化し、その売上高を加えたため。 

（年度） 

※ H25以降の売上高の伸び率は、『経営四季報2013冬号』（日本民間放送連
盟研究所）の営業収入伸び率予測による。 

 「地上テレビ」はH32年度まで年平均約1.0％増の見込み。 
 ラジオについては、H24年度を100とすると、H32年度に

「AM及び短波」は92.6、「FM」は99.7、「ラジオ全体」は95.5
となる見込みであり、概ね一貫した右肩下がりの予想。 

（年度） 

ＴＶ単営 

ＦＭ 

ＡＭ単営 

H5の約５割 

H24の約９割 

H24から微減 

ラジオ全体 

ＡＭ・短波 

ＦＭ 

地上テレビ 

（参考）民間放送事業者の経営状況（一社当たりの売上高の推移） 
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※認定放送持株会社は、地上基幹放送事業者を最大１２都道府県まで保有可（広域放送、県域放送の場合） 

※地上基幹放送のほか、ＢＳ放送を行う衛星基幹放送事業者等を傘下に置くことが可能。 

丙県 甲県 

Ａ社 
（地上テレビ） 

Ｃ社 
（地上テレビ） 

Ｄ社 
（地上テレビ） 

丁県 

認定放送持株会社の議決権保有の制限 
（原則３分の１以下） 

認定放送持株会社制度は、総務大臣の認定を受けることにより、基幹放送事業について、持株会社によるグループ経営を可
能とする制度であり、平成１９年の放送法改正により創設された。認定放送持株会社制度を活用する場合は、特例として、複数
の基幹放送事業者を傘下に置くことが可能となる。 

これまでは、グループとしての一体的経営力の確保の観点から、傘下に置くことができる基幹放送事業者は原則として「子会
社」（２分の１超の議決権保有）に限定されていたが、地域経済の低迷等により、ローカル局において、株主等を地元で確保する
ことが困難な状況となっていること等を踏まえ、より緩やかなグループ形態を採用することを可能とするため、今回の法律改正に
より、「関係会社」（子会社その他の支配関係を有する会社）を、傘下に置くことができることとする規制緩和を行った。 

一の者 

乙県 

Ｂ社 
（地上テレビ） 

外資規制の直接適用 
 ・議決権５分の１未満 
 ・外国人取得株式の名義書換拒否権 

・・・ 

マスメディア集中排除原則の緩和 
（複数の地上基幹放送事業者を傘下
に置くことが可能） 

認定の効果② 

認定の効果① 
認定の効果③ 
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（参考）認定放送持株会社制度の概要 

認定放送持株会社 



認定放送持株会社は複数の基幹放送事業者をその傘下に置く持株会社であることから、放送の多元性、多様性及び地域性を確
保するため、一の者が保有することができる認定放送持株会社の議決権を一定の割合以下に制限しているところ。 

今般の法律改正で認定放送持株会社の傘下とすることが可能な範囲が、「子会社」から「関係会社（子会社その他の支配関係を有
する会社）」に拡大されたことに伴い、下記②に該当する事案が増加することが想定されるため、今回の省令改正により、議決権保有
制限の割合について、マスメディア集中排除原則の特例と同様の範囲内であれば、原則どおりとすることとした。 

 ①原則として「３分の１」 

 ②例外として持株傘下の地上基幹放送事業者と放送対象地域が重複する地上基幹放送事業者を支配する場合等は「１０分の１」 

 ③上記②の場合であっても、全体としてテレビ１局・ラジオ（コミュニティ放送を除く）４局の範囲内であれば、「３分の１」 

現 行 制 度 改 正 案 

Ａ県 B県 

Ａ・Bは子会社 

一の者 

１０分の１を超える 
議決権保有は不可 

認定放送持株会社 

Ａラジオ局 Ａテレビ局 Ｂラジオ局 

議決権10%超 
を保有 

Ａ県 B県 

Ａ・Bは関係会社（※） 

一の者 

議決権10%超 
を保有 

原則どおり３分の１を 
超える議決権保有は不可 

Ａラジオ局 Ａテレビ局 Ｂラジオ局 

認定放送持株会社 

テレビ１局、ラジオ４局 

改正後に緩和となるケース（上記③） 例外（上記②） 

※１０分の１超３分の１以下の議決権保有によるものを除く。 

認定放送持株会社に対する議決権保有制限の緩和 

認定放送持株会社制度の見直し 
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（参考）既存の認定放送持株会社の一覧 

ニッポン放送 
（地上ラジオ） 

ＢＳフジ 
（ＢＳ） 

フジテレビ 
（地上テレビ） 

ＢＳ日本 
（ＢＳ） 

ＣＳ日本 
（東経110度 

ＣＳ） 

日本テレビ 
（地上テレビ） 

51.9％ 

ＴＢＳ Ｒ＆Ｃ 
（地上ラジオ） 

ＢＳ－ＴＢＳ 
（ＢＳ） 

ＴＢＳテレビ 
（地上テレビ） 

ＢＳジャパン 
（ＢＳ） 

テレビ東京 
（地上テレビ） 

ＢＳ朝日 
（ＢＳ） 

ＣＳワンテン 
（東経110度 

ＣＳ） 

テレビ朝日 
（地上テレビ） 

100％ 

100％ 

ＣＢＣラジオ 
（地上ラジオ） 

ＣＢＣテレビ 
（地上テレビ） 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

100％ 

100％ 

100％ 

100％ 100％ 100％ 

100％ 100％ 

フジ・メディア・ 
ホールディングス 

日本テレビ 
ホールディングス 

東京放送 
ホールディングス 

テレビ東京 
ホールディングス 

テレビ朝日 
ホールディングス 

中部日本放送 

平成27年3月現在 
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（１）議決権保有による支配 

 ＜地上基幹放送＞ 

○１局目（申請局）：１０分の１超 

○２局目以降： 

 ①１局目と放送対象地域が重複するもの  ：１０分の１超 
 ②１局目と放送対象地域が重複しないもの ： ３分の１超 

※なお、認定放送持株会社が地上基幹放送事業者の議決権
を保有する場合にあっては、放送対象地域の如何にかかわ
らず、一律に「１０分の１超」 

 ＜衛星基幹放送等＞ 

 ○３分の１超の議決権保有 

（２）役員兼任による支配  

○原則：「特定役員」の５分の１超 

○特例：経営基盤強化計画認定制度を活用する場合は、「特定
役員」の３分の１超 

○このほか、代表権を有する役員又は常勤役員を兼任する者
が１名でもいる場合も「支配関係」に該当。 

 マスメディア集中排除原則及び外資規制の役員規制にお
いては、これまで「役員」の範囲について「業務を執行する役
員」と規定していたところ、今回の法律改正により、「特定役
員」の範囲を省令に委任。 

 これまでの解釈・運用の明確化を図るため、「特定役員」に
ついて、省令において法人形態ごとに具体的な範囲を規定
した。  

 
＜例：指名委員会等設置会社以外の取締役会設置会社の場合＞ 

 ①地上基幹放送   ：取締役 

 ②衛星基幹放送等：業務執行取締役（ただし、取締役に占
める業務執行取締役以外の者の割合
が３分の１を超える場合は、取締役） 

○マスメディア集中排除原則に係る省令について、認定放送持株会社の「関係会社」に対する特例等の適用関係を整理し、規定の整
備を行うとともに、これまで解釈によって運用していた部分について、明確化することとした。 

マスメディア集中排除原則等の見直し 

「特定役員」の定義 マスメディア集中排除原則における「支配関係」の定義 
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（黄色部分が今回の諮問対象） 



（参考）マスメディア集中排除原則における「支配関係」の定義 

乙県 甲県 

10％超の 
保有不可 

３分の１超の 
保有不可 

10％を超えて保有＝
「支配関係」に該当 

甲県 

Ｘ社 

Ａ社 
（テレビ） 

Ｂ社 
（テレビ） 

× 
Ｘ社 

Ａ社 
（テレビ） 

Ｂ社 
（テレビ） 

10%超の保有＝ 
「支配関係」に該当 

Ｘ社 

Ａ社 
（テレビ） 

Ｂ社 
（テレビ） 

× 
Ｘ社 

Ａ社 
（テレビ） 

Ｂ社 
（テレビ） 

× 代表権有又は常勤の役員兼任＝ 
「支配関係」に該当 

5分の1超の役員兼任＝ 
「支配関係」に該当 

5分の1超の 
役員兼任不可 

代表権有又は常勤の 
役員兼任不可 

× 
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議決権保有による支配の例 
（放送対象地域が重複する場合） 

議決権保有による支配の例 
（放送対象地域が重複しない場合） 

役員兼任による支配の例 
（役員兼任比率：５分の１超） 

役員兼任による支配の例 
（代表役員、常勤役員の兼任） 



電波監理審議会諮問事項以外の主な改正点 
・認定放送持株会社制度 
・経営基盤強化計画認定制度 

参 考 編 



○ 経営基盤強化の選択肢の一つとして、異なる放送対象地域（当該放送対象地域のいずれか又は全てが指定放送対象 
地域である場合に限る。）において放送番組の同一化を行う場合は以下の特例が適用。 

○ 同一の放送番組を同一の時間に放送する割合が８割を超えること。 

○ 同一化に係る放送対象地域が県域放送に係るものであり、かつ、基本的に隣接するものであること。 
（三大広域圏との同一化は不可） 

放送番組の同一化について 

Ａ社 Ｂ社 

Ｙ県 Ｘ県 Ｚ 

放送番組審議機関の共同設置が可能 

あまねく普及努力義務の特例 

⇒ Ｂ社の放送対象地域Ｙ県のうちＡ社の放送を受信できる地域Ｚの世帯
を比較審査の際のＢ社の世帯カバー率に含めることが可能。 

地域向け自主制作番組確保努力義務の特例 

⇒ 一の放送対象地域とみなされたＸ県及びＹ県向けの番組の比率
を比較審査の際のローカル番組比率に含めることが可能。 

同一化の要件 

○ 地域性確保措置の内容が適切なものであること。 

認定の要件 

○ 放送の地域性を確保するための代替措置として、モデルケースを例示。 

・ 編成担当の役員や従業員及び審議機関の委員の構成に関し、放送対象地域間のバランスが適切に確保されていること 
・ それぞれの放送対象地域向けの放送番組が設けられていること 
・ それぞれの放送対象地域向けの災害放送の実施 
・ それぞれの放送対象地域ごとの取材拠点の確保 
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○ 経営基盤強化認定を受けた者は、各事業年度における経営基盤強化計画の実施状況について、事業年度終了後３か月
以内に総務大臣に報告。 

 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定の要件及び審査基準等について 

放送法関係審査基準 

○ 地域性確保措置の内容が適切なものであること。 

○ 業務の効率化、不採算部門の売却、遊休資産の売却その他の 
取組を通じて相当程度の収益性の向上が図られるものであること。 

○ 業務を維持するために最大限の努力をするものであること。 

○ 地域性確保措置の内容が適切なものであること。 ○ 特定放送番組同一化の対象となる２以上の国内基幹放送に係る 
それぞれの放送対象地域における放送番組に対する当該放送 
対象地域固有の需要を満たすために適切なものであること。 

○ それぞれの放送対象地域における放送番組に対する当該放送 
対象地域固有の需要を満たすために適切なものであること。 

放送番組の同一化を行う場合 

○ 円滑かつ確実に実施されるものであること。 

○ 従業員の地位が不当に害されるものでないこと。 

○ 経営資源に照らして過度に実施困難なものでなく、適切に実施 
される経営体制が確立されていること。 

○ 労働組合との協議その他雇用の安定等に関する配慮が十分に 
行われているものであること。 

認定の要件 

マスメディア集中排除原則の特例の適用 
を受けて役員兼任を拡大する場合 

○ 放送対象地域が重複する地域における多元的かつ多様な放送 
番組に対する需要を満たすために適切なものであること。 

＜実施状況の報告＞ 

○ 特定放送番組同一化の実施状況 
○ 地域性確保措置の実施状況 

○ 特例役員兼任関係の実施状況 
○ 地域性確保措置の実施状況 
○ 多元性・多様性確保措置の実施状況 

○ 経営基盤強化による収益性の向上の程度 
○ 経営基盤強化の実施状況 

具体的な報告事項 

放送番組の同一化を行った場合 

マスメディア集中排除原則の特例の適用 
を受けて役員兼任を拡大した場合 

○ 多元性・多様性確保措置の内容が適切なものであること。 
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資産割合制度は、認定放送持株会社には基幹放送事業者と同様の法的地位（外資規制の直接適用等）が付与されることを踏まえ、認定放送持株会社が実
態として放送事業者の経営管理を主要な業務とする持株会社であることを担保することを目的として導入。（放送法第159条第２項第３号） 

（例えば、本来は何ら放送事業とは無関係な大手鉄鋼メーカーが、地方のラジオ局を傘下に置いて認定放送持株会社に移行し、これによって放送法上の外資規制等を外国の大手
鉄鋼メーカーによる買収からの防衛のために利用するような事態を防止する必要。） 

具体的には、認定放送持株会社単体のバランスシート上で、放送関連資産が総資産の二分の一を常に超えることを求めるもの。これまでは、放送関連資産
として「放送関連の子会社等に係る株式の取得価額」のみの分子計上を認めてきたが、今回の法律・省令改正により、放送関連の固定資産や流動資産も計
上することを認める規制緩和を措置。 

認定放送持株会社の資産割合制度 

 ５０％ ＜ 

 ５０％ ＜ 

放送の業務に係る 
流動資産※ 

①放送の業務の用に 
供する有形又は 
無形固定資産  

 

②子会社等である基
幹放送事業者等に係

る貸付金 
 

子会社等である 
基幹放送事業者等に係る 

株式の取得価額 

①放送の業務の用に 
供する有形又は 
無形固定資産 

③子会社等以外の者
に係る投資その他

の資産 

②子会社等である基幹 
放送事業者等に係る

貸付金 

総資産の額 
（右の資産を控除する。） 

改正前 

改正後 

総資産の額 
（右の資産を控除する。） 

※ 流動資産の総額に、放送の業務に係る収益の額の収益の総額に対する割合を乗じて算定 14 

子会社等である 
基幹放送事業者等に係る 

株式の取得価額 

③子会社等以外の者
に係る投資その他

の資産 
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